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１章 序論 
 
 
１．１ 本研究の背景と目的 
通常の建築構造の構造設計では、想定した地震動あるいはそれに関連付けて設定された
地震荷重に対して柱・梁などの構造部材の持つエネルギー吸収能に応じた部材断面を選定
し、安全性を確保している。しかしながら近年ではこれまでの想定を超えるレベルの地震
動も数多く観測および提案されている。特に 2011 年の東北地方太平洋沖地震の発生以降は
社会的にも、このいわゆる想定外の地震に対する関心が急速に高まっている。例として、
一般社団法人日本建築構造技術者協会(JSCA)関西支部を中心とした「大阪府域内陸直下型
地震に対する建築設計用地震動及び設計法に関する研究会」（大震研）では、上町断層帯等
の大阪府域の直下地震に対する設計用入力地震動を、その地震に対する設計法とともに示
している 1-1)。この中で提示されている設計用入力地震動は、建築基準法で規定されている
「極めて稀に起こる地震(極稀地震)」のレベルを超える大きさのものが大半であると述べら
れている。この他に、線路上空建築物に対しては、鉄道構造物等設計標準・同解説 1-2)にお
いて Fig.1.1 に示す応答スペクトルを持つ、極稀地震を超えるレベルの地震動によって安全
性を確認することが求められている。 
 
Fig.1.1 Acceleration Response spectrum  
(      The Building Standard Law of Japan 
Design Standards for Railway Structures and Commentary (Seismic Design)) 
 
近年では、このような巨大地震に対して、部材がどのように損傷し、建物が倒壊に至る
かを検証するため防災科学技術研究所が所有する実大三次元震動破壊実験装置(E-defense)
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を用いた実大振動台実験が行われており、建築構造物の終局挙動に関する知見の収集に大
きく寄与している 1-3)など。例えば、2007 年に E-defense で実施された実大 4 層鉄骨造建物の
完全崩壊実験 1-4),1-5)などが挙げられる。この実験では 1995年兵庫県南部地震 JR鷹取駅記録を
用いた三方向加振を行い、最終的に 1 階柱脚の局部座屈により完全に倒壊に至る過程を明
らかにしている。 
こうした、振動台実験がもたらす知見の蓄積により、建築構造物が倒壊に至るような強
非線形領域の数値解析的研究も近年多数報告されている。こうした研究の解析には柱・梁
を線材置換したフレームモデル、部分的に詳細な有限要素メッシュを用いたモデルなど
様々な解析モデルが用いられる。代表的な例としては、文献 1-4)に示される振動台実験に対
するシミュレーション解析が挙げられる 1-6),1-7)など。例えば、多田らは文献 1-6)で、合成梁の
効果を考慮したフレーム解析プログラムと、1階柱の一部に詳細な有限要素モデルを、イン
ターネットを介して統合した統合化構造解析システムにより、文献 1-4)等で報告されている
倒壊挙動の再現を行っている。また、文献 1-8)では平面モデルで、材端の塑性ヒンジモデル
に耐力劣化を考慮した解析を行っている。この他に、荒木らは、P-効果を考慮した魚骨モ
デルを用いて超高層建物の大地震時における挙動について報告を行っている 1-9)。 
ところが、フレームモデル等のマクロモデルでは解析者各自が考慮すべき（モデル化す
べき）項目を決定し、適宜、構成部材をマクロモデルに単純化する作業を経て解析モデル
を作成している。そのため、解析者が想定する各建物、外乱のレベルに応じて、生じうる
力学的挙動を予測して考慮すべき項目を決定する必要がある。この各解析者が考慮すべき
と判断した力学的挙動に対して、その挙動を適切に表現可能なモデル化手法を選択する必
要があり、モデル化手法の選択、各パラメータの設定は解析者の工学的・経験的判断によ
らざるを得ないと言える。これに関して引野・大崎らは文献 1-4)等の実大 4層鉄骨造建物の
完全崩壊実験に対してブラインド解析コンテストを実施し、数値解析結果がモデル化手法、
各種パラメータの設定により大きくばらつき、各解析者の設定によって大きく結果が異な
ることを示している 1-10),1-11)。 
一方、これらの問題を解決しうる試みとして、近年の著しいコンピュータの性能の向上、
並列計算技術の進歩により、建築構造物全体の形状を有限要素法によって可能な限りその
ままモデル化することによって、材料パラメータの同定を行うだけで高精度の解析を行お
うとする「詳細有限要素モデル解析」の事例がいくつか報告されている。筆者らは鉄筋コ
ンクリート（以下、RC）建物を対象として、コンクリートをソリッド要素、鉄筋をビーム
要素で詳細に建物全体をモデル化した大規模モデルに対して、現実的な時間で弾塑性構造
解析を行った事例を報告している 1-12)。また、山下らは文献 1-4)、1-5)の振動台実験を対象
として、ソリッド要素を用いて詳細に試験体形状を再現した有限要素モデルを用いて、実
験の素材試験結果を構成則に反映することで振動台実験の崩壊前の弾塑性挙動を高い精度
で解析可能であることを示している 1-13)。 
しかしながら、こうした詳細有限要素モデルによる構造解析は、その膨大な計算負荷の
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ため報告されている事例はごく限られているのが現状である。特に鋼構造の有限要素解析
ではシェル要素などの名前で呼ばれる平面要素が、柱梁接合部などの部分的な有限要素解
析に用いられることが多く 1-14),1-15)など、その有用性が確認されているが、鋼構造建物の鉄骨
部材全体をシェル要素で詳細にモデル化して解析した事例は極めて少ない。そのため、シ
ェル要素を主とした詳細有限要素モデルを用いた解析は、想定外の地震にさらされた建物
の強非線形領域の挙動を解析する上で非常に有用な手段になりうると考えられるものの、
実現象の再現性は十分に確認されておらず、一般的に用いられるフレームモデルなどのマ
クロモデルとの差異についても明らかになっていない。 
そこで本研究では、鋼構造建物を対象として詳細有限要素モデルの有用性を検討するた
めに、建築構造物の強非線形領域の挙動に関して一般的に構造解析で用いられるフレーム
モデルとの解析結果の差異について検討し、その差異に影響を与える力学的要因について
考察与えるとともに、実大振動台実験を対象として、本研究で用いている詳細有限要素モ
デル化手法による実験結果の再現性の検討を行う。 
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１．２ 本論文の構成 
本論文は 1章～6章で構成される。 
第 1 章の序論では、本研究に至る背景として、従来の想定される地震のレベルを超える
ような「想定外」の地震発生の可能性に社会の関心が高まりにこたえるべく、建築構造物
の強非線形領域での実験的・解析的研究が数多く行われている中で、構造解析によりこう
した建物の非線形挙動を詳細かつ精度よく予測する手法を整備する重要性について言及し
ている。既往の建築物応答の解析的研究は、これまで柱・梁のような構造部材単位で、マ
クロにモデル化したフレーム解析に基づくものが主流であったが、こうした解析モデルで
は、構造物をマクロな要素に縮約する段階で解析者の判断を介するため、同じ解析対象で
あっても解析結果にばらつきを生じることを述べている。これに対して、詳細 FEM モデル
を用いた場合、形状と材料特性が忠実に再現されれば、建物全体の解析を高精度に行うこ
とが可能となるとの観点から、本研究では鋼構造建物を対象とした解析的検証により、詳
細有限要素モデルによる非線形解析の有用性を示すことを目的として位置付けている。 
第 2章では、フレームモデルと詳細 FEMモデルとの間で生じる解析結果の差異を検討す
るために 4層の低層鋼構造建物と 20層の高層鋼構造建物をそれぞれ解析対象として、フレ
ームモデルと詳細有限要素モデルを用いた強地震動に対する応答解析結果の比較を行って
いる。フレームモデルについては P-効果を無視した場合と P-効果を考慮した場合の 2つ
のケースについて検討を行っている。詳細有限要素モデルは鉄骨架構をシェル要素、RCス
ラブをソリッド要素でモデル化している。応答解析結果の比較により、4層建物では P-効
果が支配的となる前に柱脚部の局部座屈による耐力劣化が支配的となりフレームモデルと
詳細有限要素モデルとの解析結果に大きな差異を生じることを確認している。一方、20 層
建物では部材の変形が耐力劣化域に達する前に P-効果の影響が顕著に表れ始めることか
ら P-効果を考慮することによってフレームモデルの解析結果は詳細有限要素モデルの解
析結果に近づくことを示している。但し、P-Δ効果を考慮した場合でも、一部の層にはフレ
ームモデルと詳細 FEM モデルの解析結果になお差異を生じることを示唆している。 
第 3 章では、第 4 章および 5 章において、詳細有限要素モデルを用いた非線形解析によ
る実現象の再現性を検討するために解析対象とした実大 3 層鋼構造骨組みの振動台実験の
概要と詳細有限要素モデルのモデル化方法について述べる。振動台実験は、合計 9 ケース
の実験が行われているが、そのうち 4 ケース目で鉄骨架構に明確な損傷が見られたと判断
し、鉄骨架構に破断を生じるまでの 3 つのケースを以降の解析対象とすることの根拠を示
している。詳細有限要素モデルは鉄骨架構にシェル要素、スラブのコンクリートにソリッ
ド要素、鉄筋等にビーム要素を用いて可能な限り試験体形状を再現した解析モデルを作成
するとともに、材料特性の同定には実験前の素材試験結果を用いたことを述べている。ま
た、作成した詳細有限要素モデルに対して線形固有値解析を実施し、実験時に行われたラ
ンダム波加振結果から得られた実測値と整合することを確認し、線形範囲内において、詳
細 FEMモデルが試験体の特性を適切に反映していることを示している。 
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第 4章では第 3章において解析対象として選定した実大振動台実験の加振ケースのうち、
鉄骨架構に破断を生じるケースを除く 2 つの加振ケースについて、鉄骨架構に生じる塑性
化の進行過程に着目し、加振履歴の影響が実験結果の再現性に対して与える影響について
検討している。主な検討項目として、全体挙動については層間変形角および層せん断力応
答、局所的挙動については柱脚部アンカーボルト残留伸び、2階梁端部回転角および 2階柱
梁接合部のせん断ひずみに着目している。第 3 章で述べた初めて鉄骨架構に明確な損傷が
認められたと判断した加振ケースについては加振履歴を考慮せずとも良好に実験結果を再
現できることを示している。一方、鉄骨架構に損傷が生じたのちの実験ケースに対しては、
加振履歴を考慮することによって、実験結果の再現性が向上することを確認している。 
第 5章では、第 3章の実大振動台実験のうち、鉄骨架構に破断が生じたケースに対して、
詳細有限要素モデルを用いた応答解析を行い破断発生後の実験の応答を再現するための手
法について検討している。まず詳細有限要素モデルの特徴を活かし、破断箇所の要素を実
験において破断が確認された時刻に強制的に削除することにより、破断を考慮することで、
破断後の応答の再現性が破断を考慮しない場合と比較して向上することを確認している。
次に、強制的に要素を削除した箇所について、Manson-Coffine則とMiner則を連続変数に拡
張することにより定義したダメージ量を用いて、破断までに蓄積されるダメージ量の推移
と実際の破断の様子に相関がみられることを示している。また、ダメージ量を破断判定基
準とした破断則を鋼材の材料構成則に組込んだ破断予測解析も行っている。実験と同様の
地震動のもとでは、2階梁に関しては破断時刻を実際の実験時刻と 1.0～1.7秒程度のずれで
予測可能であるものの、3階では破断に至らず実験よりも損傷の進行が少ない結果のなって
いることを述べている。入力を 1.2倍とすることで実験での破断状況を概ね再現できること
を確認している。 
第 6 章では本論文の内容をまとめ、詳細有限要素モデルを用いた応答解析は一般的に用
いられるフレームモデルによる解析と差異が生じることに言及した上で、鋼構造建物の実
大振動台実験の再現解析を実施した結果に基づき、高い実現象の再現性を有していること
を述べて総括としている。 
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２章 鋼構造建築物の地震時終局挙動に関する詳細有限要
素モデルとフレームモデルによる応答比較 
 
 
２．１ はじめに 
本章では、建築構造物の強非線形領域の解析を行う際に、詳細有限要素モデルと、構造
設計時などに一般的に用いられるフレームモデルから得られる解析結果の差異について基
礎的な検討を行う。解析対象は鋼構造建物として、強非線形領域の解析を行う際に、考慮
される代表的な力学的挙動である、P-効果および局部座屈による部材の耐力劣化に着目し、
その影響について簡単に考察する。 
対象建物として二種類の建物を取扱い、詳細有限要素モデルをあらゆる力学的挙動を考
慮したモデルと位置づけ、通常の構造設計段階で用いられるような一般的なフレームモデ
ルを選択的に起こりうる力学的挙動を考慮した解析モデルと位置づけ、それぞれのモデル
で地震応答解析を実施し、その結果を比較・検討することにより、強非線形領域の挙動に
影響を与える力学的挙動について考察をする。対象として、第一には典型的な小規模鋼構
造建物として 4層建物を扱う 2-1)。1 階下端からの相対変位が小さく、P-効果の影響が比較
的小さいと思われる建物である。もう一方は、比較的高層な建物として 20層鋼構造建物と
する。高層であるため、層間変形が比較的小さい領域から P-効果の影響が表れると考えら
れる。小規模建物と同様のモデル化手法を用いて、P-効果の影響のみを考慮したモデルと
詳細有限要素モデルの解析結果の比較・検討を行う。 
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２．２ ４層鋼構造建物を対象とした地震応答解析 
２．２．１ 対象建物 
対象建物はFig.2.1に示す4層2×1スパンの鋼構造建物とする。また部材リストをTable 2.1
に示す。本建物は文献 1-4)で示される建物を参考に、再設計したものである。設計時には
P-効果は考慮しない。構造物重量および積載荷重を考慮する。積載荷重は 2~4 階は
800N/m
2、R 階は 600N/m2とする。柱は全て BCR295、梁および小梁は SS400 材とする。
スラブは厚さ 150mmの鉄筋コンクリート製スラブとする。 
 
 
 
 
(a) Flaming Plan (b)Flaming Elevation 
Fig.2.1 Analysis Object (Small Scale Building)（mm） 
 
Table 2.1  List of Members 
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２．２．２ 4 層建物の詳細有限要素モデル 
詳細有限要素モデルは Fig.2.2 に示すように、柱、梁およびスラブの形状を可能な限りそ
のまま有限要素メッシュを用いて作成する。鉄骨部材である柱および梁には、4節点シェル
要素を用い、積分点は要素内中央、板厚方向に 4 点とする。鉄筋コンクリートスラブは 8
節点 6面体 (一部 6節点 5面体) ソリッド要素を用いてモデル化する。積分点は要素中心に
一点である。メッシュは基本サイズを 50(mm)とし要素分割を行った。ソリッド、シェル要
素ともに有限変形を考慮する。梁とスラブは相互の剥離、すべり等は考慮せず、梁の上端
フランジとスラブの節点を共有させた。スラブ隅部と柱の接触、初期不整は考慮していな
い。また、柱脚は下端部節点を全て固定として取り扱う。 
 
 
 
(a)Whole View (b)Close View (Joint Area) 
Fig.2.2 Detailed FEM Model (Small Scale Building) 
 
本研究では、形状のモデル化手法に主眼を置いており、詳細有限要素モデルに用いる材
料特性は比較的簡易なものを用いることとする。鋼材はMisesの降伏条件に従うバイリニア
弾塑性体とする。硬化則は移動硬化および等方硬化の混合硬化則とする。Fig.2.3(a)に応力-
ひずみ関係の概念図を示す。スラブのコンクリートは、圧縮側は Ottsenの破壊モデル 2-2),2-3)
に従う弾塑性体とし、引張側は主応力による 3 方向直交分散ひび割れモデルを用いる。ひ
び割れ後は直線軟化モデルを採用し、その軟化勾配は引張破壊エネルギーに依存する。
Fig.2.3(b)に一軸圧縮引張時のコンクリートの応力-ひずみ曲線の概念図を示す。 
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(a)Steel Model (b)Concrete Model 
Fig.2.3  Conceptual Figures of Material Constitutive Law 
 
詳細有限要素モデルでは、時間積分に中心差分に基づく動的陽解法を用いる。この手法
は全体剛性マトリクスを解くことなく、収束計算も必要としないため、強非線形領域でも
高いロバスト性を持つ解析手法といえる。節点変位更新の手順を簡単に式(2.1)に示す。 
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ここに、 
 添え字 n：ステップ 
 a：節点加速度ベクトル 
 M：質量マトリクス 
 P：外力・物体力ベクトル 
 F：内力ベクトル 
 v：節点速度ベクトル 
 u：変位ベクトル 
 t：時間増分 
 
である。地震動は 1F柱下端節点に強制加速度として与える。 
要素数は 1,175,104、節点数は 1,131,911 である。解析コードは汎用有限要素解析ソフト
LS-DYNA ver.971 R6.1を用い、コンピュータは（独）海洋研究開発機構の所有する地球シミ
ュレータ 2(ES2)、32core を用いた。時間増分はクーラン条件に従い自動的に計算される。
解析開始時の時間増分は約 4.0×10-5秒であった。 
Stress
Strain
Stress
Strain
Tensile Strength
Compressive
Strength
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２．２．３ 4 層建物のフレームモデル 
構造設計時に一般的に用いられていると考えられる手法である、柱・梁部材を線材置換
したフレームモデルを用いる。Fig.2.4 にフレームモデルのモデル図を示す。フレームモデ
ルは弾性域において詳細有限要素モデルとほぼ同様の特性を示すモデルを作成し、そのフ
レームモデルを用いて強非線形域での応答を検証する。梁は材端にバイリニア剛塑性バネ
を持ち、その曲げ耐力は部材の全塑性モーメントによって決定される。塑性化後の二次勾
配は初期剛性の 1/1000 とする。柱は材端部にマルチスプリングモデル 2-4)を用いることによ
り、曲げ耐力への軸力の影響を考慮する。梁の材端剛塑性バネおよび柱のマルチスプリン
グは耐力劣化を考慮しないものとする。柱脚は固定条件とする。スラブは梁に対する剛性
寄与のみ評価することとし、梁の剛性を割増すことで考慮した。スラブによる梁の耐力上
昇は考慮していない。フレームモデルでは、P-効果を考慮する場合に各層に対して重力に
より引き起こされる転倒モーメントと等価になる水平力を層の重心位置に加えることによ
り考慮することとした 2-4)。i層における、P-効果よる付加層せん断力 Q’iは、i層における
重力を Pi、層高を Hi、層間変位をiとすると、式(2.2)で表される。 
 
 
1
1
1'





i
ii
i
H
P
Q  (2.2) 
 
フレームモデルの解析では、時間積分に Newmark-法(=0.25)を用いる。時間増分
dt=0.001(sec)とした。なお、解析には構造解析ソフト SNAP v6を用いた。 
 
 
Fig.2.4 Frame Model 
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２．２．４ 入解析ケースおよび弾性固有値解析結果 
入力には JMA-Kobe NS 波の原波と加速度を 2倍にスケーリングしたものを用いた。それ
ぞれ Case-1.0、Case-2.0 と表記する。Fig.2.5 に入力加速度(原波)の時刻歴と加速度応答スペ
クトルをそれぞれ示す。加力方向は Fig.2.1(a)内の A,B 通りに平行方向とする。 
 
 
(a) Acceleration Response Spectrum（Case-1.0, h=0.05） 
 
(b) Time History（Case-1.0） 
Fig.2.5 Input Excitation 
 
 
また、弾性領域でのモデル間の差異を確認するために固有値解析も実施した。固有値解
析により得られた加力方向の固有値振動数およびモデル質量を Table 2.2 に示す。固有振動
数は両解析モデルとも非常に近い値となり、線形範囲内ではモデル化手法の違いによらず
ほぼ同等の特性を持つことを確認した。質量はフレームモデルでは柱の質量の一部が固定
節点に振り分けられていること、詳細有限要素モデルでは梁全幅上にスラブがモデル化さ
れているが、フレームモデルでは積載荷重・スラブ質量は通り芯間寸法で計算されている
ことにより、フレームモデルよりも詳細有限要素モデルの方が若干大きくなっている。 
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Table 2.2 Natural Frequency and Mass 
 1st (Hz) 2nd (Hz) 3rd (Hz) Mass (ton) 
Frame model 1.58 4.73 8.58 122.88 
FEM model 1.59 4.72 8.40 128.05 
 
 
２．２．５ 解析結果および考察 
2.2.4 節に示す地震応答解析を行いフレームモデルと詳細有限要素モデルの応答比較を行
った。その結果、フレームモデルと詳細有限要素モデルでは応答が異なり、特に Case-2.0
の詳細有限要素モデルでは 1階柱端部に局部座屈に端を発して倒壊に至った。 
各層の層間変位時刻歴を Fig.2.6にそれぞれ示す。フレームモデル間では P-効果の考慮・
非考慮によらずその応答に大きな差異はなかったが、Fig.2.7に示すように、Case-2.0では詳
細有限要素モデルで倒壊に至り、その応答に大きな違いが見られた。ここでユーロコード
等では P-効果について安定係数を用いて、が 0.1 以上のとき P-効果を考慮する必要が
あるとされている 2-5)。安定係数および P-効果による変形増幅率は式で定義される。

 
C

   
 




1
1
 (2.3) 
 
ここに、は層間変形角、C は層せん断力係数である。P-効果を無視した応答結果より算出
された各層の安定係数は Table 2.2に示すように、全ての層において 0.1未満であり、一般
的には P-効果を考慮する必要が無いと言われている範囲であり、フレームモデルでは P-
効果の考慮の有無による応答の大きな違いが見られなかったことと、安定係数の観点から
P-効果の考慮の有無が倒壊挙動に対して支配的でなかったことがわかる。 
Fig.2.8に示す 5.3秒時における詳細有限要素モデルの柱脚変形図からわかるように、明ら
かに局部座屈が発生しており、局部座屈によって Case-2.0では倒壊に至ったと考えられる。
Fig.2.9 に 1 階中柱・柱脚における、P-効果を無視したフレームモデルの曲げモーメント-
回転角関係を示す。曲げモーメント-回転角関係には、加藤・秋山モデル 2-6)を用いて算定さ
れた骨格曲線を併記する。加藤・秋山モデルは、局部座屈による耐力劣化を考慮した骨格
曲線を与えるものである。なお、全塑性モーメント算定時において、軸力の変動は考慮さ
れていない。Fig.2.9から P-効果を無視したフレームモデルでも、明らかに 1階柱は局部座
屈による耐力劣化域に達していると考えられる。 
よって、比較的小規模な鋼構造建物の大変形領域での解析では、P-効果の影響が顕著に
表れる前に、局部座屈による耐力劣化挙動を示し、最終的に倒壊に至ることがわかる。 
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Table 2.2 Stable Factor of Each Story 
 1st Story 2nd Story 3rd Story 4th Story 
Case-1.0 0.0064 0.0382 0.0123 0.0045 
Case-2.0 0.0966 0.0784 0.0207 0.0070 
 
 
 
  
―大規模詳細有限要素モデルによる鋼構造建物を対象とした非線形解析に関する研究― 
第 2章 鋼構造建築物の地震時終局挙動に関する詳細有限要素モデルとフレームモデルによる応答比較 
 
17 
 
 
(a)  4F (Case-1.0) 
 
(c)  3F (Case-1.0) 
 
(e)  2F (Case-1.0) 
 
(g)  1F (Case-1.0) 
Fig.2.6 Time History of Story Drift 
（  Detailed FEM  Frame Model(Considering P-Effect ) 
  Frame Model(Neglecting P-Effect )） 
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(b)  4F (Case-2.0) 
 
(d)  3F (Case-2.0) 
 
(f)  2F (Case-2.0) 
 
(h)  1F (Case-2.0) 
Fig.2.6 Time History of Story Drift 
（  Detailed FEM  Frame Model(Considering P-Effect ) 
  Frame Model(Neglecting P-Effect )） 
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(a)Whole View 
 
(b)Top of Column at 1st Story 
Fig.2.7 Deformation of Detailed FEM Model at 9.6s 
 
     
(a)Case-1.0 (b)Case-2.0 
Fig.2.8 Deformation of Column Bottom at 1st Story 
（Contour: Effective Plastic Strain） 
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(a)Case-1.0 
 
(b)Case-2.0 
Fig.2.9 Bending Moment – Rotational Angle Diagram 
(Column Bottom at 1st Story) 
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２．３． ２０層鋼構造建物を対象とした地震応答解析 
2.2節では比較的小規模な鋼構造物建物の大変形領域での挙動について、詳細有限要素モ
デルを用いて倒壊挙動を表現し得ることを示すとともに、P-効果と 1階柱脚部の耐力劣化
が応答に与える影響について簡単に考察を行った。本節では、2.2節と同様の解析手法を用
いて高層鋼構造建物に建築基準法で定められる極稀に発生するとされている地震動を超え
る地震動を入力したときの挙動について検討を行う。 
 
２．３．１ 対象建物 
解析対象は Fig.2.10 に示すように、3×5 スパン、20 層の純ラーメン鋼構造建物とする。
また、部材リストを Table 2.4に示す。設計条件は以下の通りである。 
・躯体重量、積載荷重を含めて、単位面積当り床荷重を 7.84 kN/m2とする。 
・柱は溶接組立箱形断面、梁は H 形断面とする。 
・柱と梁は全ての部材で 490(MPa)級鋼材、FA ランクを用いる。 
・標準層せん断力係数 C0＝0.2、地域係数 Z=1.0、地盤を第二種地盤とし、Ai 分布に従う
水平荷重に対して、最大層間変形角が 1/200以下となるように設計する。 
・設計段階では P-効果は考慮しない。 
 
 
 
(a) Flaming Plan (b) Flamign Elevation 
Fig.2.10 Analysis Object（Large Building）（mm） 
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Table 2.4 List of Members 
(a) Columns 
 
 
(b) Beams 
 
 
２．３．２ 20 層建物の詳細有限要素モデル 
解析に用いるモデルは2.2節と同様の手法を用いて作成する。解析モデルの概形をFig.2.11
に示す。Fig.2.11(a)内の色分けは鋼材の板厚の違いを表す。要素数は 9,046,697、節点数は
10,460,942である。解析は ES2 を用いて、64coreを使用して行った。なお、解析開始時の時
間増分は約 5.67×10-5秒であった。 
F C1 C2 C3 C4
19-20F
16-17F
13-15F □-450x25 □-450x22 □-450x22
10-12F □-450x28 □-450x25 □-450x25
7-9F □-450x28 □-450x32 □-450x28 □-450x28
4-6F □-450x32 □-450x36 □-450x32
1-3F □-450x36 □-450x40 □-450x36
□-400x25 □-400x25 □-400x25 □-400x25
□-450x25
□-450x32
F G1
17-RF H-500x200x12x25
14-16F H-600x200x12x22
11-13F H-600x200x12x28
8-10F H-600x250x12x25
1-7F H-600x250x12x28
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(a) Whole View (b) Joint Area 
Fig.2.11 Detailed FEM Model 
 
２．３．３ 20 層建物のフレームモデル 
20 層建物のフレームモデルは Fig.2.12 に示すように対象建物の対称性を考慮して、三構
面を抜き出した 1/2モデルとし、立体効果として剛床のみを考慮するため、それぞれの構面
モデルを剛体連結させた擬似立体モデルとする。フレームモデルは P-効果を考慮したモデ
ルと無視したモデルについて解析を行う。モデル化手法についても 2.2節と同様とする。そ
の他のモデル化手法については 2.2節のフレームモデルと同様とする。 
 
Fig.2.12 Pseudo 3 Dimensional Frame Model  
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２．３．３ 入力地震動および解析ケース 
入力地震動には文献 1-1)内で提示されているパルス性地震動を用いる。用いた地震動の加
速度応答スペクトルおよび時刻歴波形を Fig.2.13 に示す。併せて、告示波レベル 2地震動(基
盤波)の加速度応答スペクトルを Fig.2.13(a)内に示す。明らかに従来想定されている地震動
よりも大きな地震動を用いた解析を行うこととなる。原波(Case-1.0H)および加速度を 1.5倍
にスケーリングした入力(Case-1.5H)の 2 ケースについて解析を実施し、それぞれ。解析は
9.4秒まで実施する。 
 
 
(a) Acceleration Response Spectrum（h=0.05） 
 
 
(b) Time History（Case-1.0H） 
Fig.2.13 Input Excitation 
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２．３．４ 解析結果および考察 
本節で対象とした 20 層鋼構造建物に関しては強非線形領域の応答に対して、P-効果の
影響が大きいことが確認出来た。一方で、P-効果を考慮することによって必ずしもフレー
ムモデルの解析結果が詳細有限要素モデルの解析結果に近づくわけではないことが確認で
きた。 
各層の最大層間変位を Fig.2.14に示す。Fig.2.15 には変形増大率と安定係数の関係を示す。
Fig.2.16に詳細有限要素モデルにおける最大変形時の 1階柱脚の変形図および相当塑性ひず
み分布を示す。また、Fig.2.17、18 には P-効果を考慮しないフレームモデルにおける 1 階
および 7階の柱脚部曲げモーメント―回転角関係を示す。Fig.2.19には詳細有限要素モデル
で最大変形が生じている 7 階の層間変位時刻歴を示す。また、Fig.2.20～2.23 には 1 階、7
階、P-効果の考慮による差異が最も 12階および 15階の層せん断力―層間変位関係をそれ
ぞれ示す。また Fig.2.24 には詳細有限要素モデルにおける最大変形時のスラブの最大主ひず
み分布を示す。 
各層の層間変位に着目すると、Case-1.0H では P-効果を無視したモデルでやや応答が小
さく、Case-1.5Hでは特に中間層（8～13階）において、P-効果を考慮しないフレームモデ
ルで層間変位が小さくなった。一方で、P-効果を考慮したフレームモデルと詳細有限要素
モデルでは比較的応答が一致していることから、P-効果が応答に与えた影響は大きいと考
えられる。Case-1.0H、Case-1.5H ともに安定係数が 0.1を超える層が存在し、かつそれらの
層では変形増大率が 1.1を超えており、安定係数からも P-効果が応答に与える影響が大き
いことがわかる。ここで、P-効果を考慮したフレームモデルと詳細有限要素モデルの変形
増大率は、P-効果を無視したフレームモデルとの応答の比によって表す。Case-1.0H にお
いては、フレームモデルでは安定係数 0.15 程度までは式(2.3)で算定される変形増大率とほ
ぼ一致している。しかし、詳細有限要素モデルでは安定係数が低い上層部における変形増
大率が式(2.3)よりも大きくなっている。Case-1.5H では、安定係数が 0.1 を超えたあたりか
ら式(2.7)で算定される変形増大率と比較してフレームモデル、詳細有限要素モデルの解析結
果から算出される変形増大率のよりも小さく算出されており、Case-1.0H、1.5H ともに中間
層部分においては式(2.3)による変形増大率ではその変形を過小評価していることになる。ま
た、フレームモデルの層間変位がおよそ 60mm～120mm 領域においてフレームモデルと詳
細有限要素モデルの変形増大率の違いが大きくなっている。この範囲では Fig.2.23に示すよ
うに詳細有限要素モデルではフレームモデルと比較して、やや早期に剛性の低下が発生し
ており、その影響が顕著に表れた可能性がある。 
また、Fig.2.16の最大変形時における 1階柱脚の変形図から、大きな局部座屈は生じてい
ないことが確認できる。よって、局部座屈による耐力劣化の影響は本解析では大きくなか
ったといえる。Fig.2.17 の 1階柱脚の曲げモーメント-回転角関係からも明らかに柱は耐力劣
化域に達していないと考えられる。よって、本対象建物では耐力劣化のモデル化を行うよ
りも P-効果を考慮した解析を行うことが先決であると言える。なお、最大変形が生じてい
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る 7 階柱脚部の曲げモーメント―回転角関係はほぼ線形範囲内に収まっており、層間変位
が最大となるのは中間層であるが、柱の塑性化が進行しているのは 1 階であることが確認
できる。 
最大層間変位が生じた 7 階の層間変位時刻歴では、約 5 秒までは詳細有限要素モデル、
フレームモデル間で大きな差異は見られないが、6秒以降では P-効果を考慮したフレーム
モデルで変形が明らかに正側に偏っており P-効果を考慮することで必ずしも、詳細有限要
素モデルの解析結果へ近づくものではないことが確認された。Fig.2.21、22 に示すように、
最大層間変形経験後の剛性の違いによるものであると考えられる。Fig.2.24 から梁直交方向
にひび割れが発生していることが確認でき、この影響により最大層間変位経験後の剛性に
差異が現われたと推測される。 
 
  
(a) Case-1.0H (b) Case-1.5H 
Fig.2.14 Maximum Story Drift 
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(a)Case-1.0H 
 
(b)Case-1.5H 
Fig.2.15 Deformation Incerese Factor – Stability Factor Diagram 
 (   Detailed FEM   Frame Model(P-)   eq.(2.3)) 
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(a)Case-1.0H 
 
 
(b)Case-1.5H 
Fig.2.16 Deformation of 1F Column Bottom  
(Contour : Effective Plastic Strain) 
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Fig.2.17  Bending Moment- Rotational Angle Diagram of 1F Column Bottom 
（Frame Model Neglecting P-Effect） 
 
Fig.2.18  Bending Moment- Rotational Angle Diagram of 7F Column Bottom 
（Frame Model Neglecting P-Effect） 
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(a)Case-1.0 
 
 
(b)Case-1.5 
Fig.2.19 Story Drift (7th Story) 
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(a)Case-1.0 
 
(b)Case-1.5 
Fig.2.20 Shear Force – Story Drift Diagram (1st Story) 
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(a)Case-1.0 
 
(b)Case-1.5 
Fig.2.21 Shear Force – Story Drift Diagram (7th Story) 
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(a)Case-1.0H 
 
(b)Case-1.5H 
Fig.2.22 Shear Force – Story Drift Diagram (12th Story) 
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(a)Case-1.0H 
 
(b)Case-1.5H 
Fig.2.23 Shear Force – Story Drift Diagram (15th Story) 
 
 
  
-15000
-10000
-5000
0
5000
10000
15000
-100 -50 0 50 100
Sh
ea
r 
Fo
rc
e
(k
N
) 
Story Drift(mm) 
FEM
Frame
Frame P-D
-15000
-10000
-5000
0
5000
10000
15000
-100 -50 0 50 100
Sh
ea
r 
Fo
rc
e(
kN
) 
Story Drift(mm) 
FEM
Frame
Frame P-D
―大規模詳細有限要素モデルによる鋼構造建物を対象とした非線形解析に関する研究― 
第 2章 鋼構造建築物の地震時終局挙動に関する詳細有限要素モデルとフレームモデルによる応答比較 
 
35 
 
 
 
 
Fig.2.24 Max. Principal Strain Distribution 
 
２．４ 2 章のまとめ 
本研究では、詳細有限要素モデルを用いて鋼構造 4層の小規模建物および 20層の高層建
物を対象とした大地震入力時の応答解析倒壊解析を実施し、フレーム解析モデルによる解
析結果との比較検討を行った。得られた知見を以下に示す。 
１）詳細有限要素モデルと線形範囲内でほぼ同等の特性を示すフレームモデルを作成し、
非線形領域での応答解析を実施した結果、今回解析対象とした 4層モデルでは、P-効
果の影響が顕著に表れる前に、局部座屈による耐力劣化が生じることにより、両者の
挙動に大きな差異が生じた。一方、高層建物では、P-効果の影響が各層の変形成分に
影響をおよぼし、フレームモデルで P-効果を考慮することにより詳細有限要素モデル
の結果に近づくことが分かった。 
２）ユーロコードで示される安定係数を指標として、本研究の解析結果に適用すると、小
規模建物では安定係数が 0.1未満、高層建物では 0.1を超えており、１）の結果につい
ては安定係数からも判断可能であることがわかった。なお、その時の最大変形は式 2.3)
を用いた変形増大率は中間階において解析値より変形を過小評価する可能性がある。 
３）高層建物における一部の層ではフレームモデルに P-効果を考慮することによってその
応答が必ずしも詳細有限要素モデルに近づくわけではないことが確認できた。 
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３章 実大 3 層鋼構造骨組みの振動台実験に対する詳細有
限要素モデルのモデル化手法 
 
３．１ はじめに 
本研究では、鋼構造建物の実大振動台実験結果と詳細有限要素モデルの解析結果を比較
することにより、詳細有限要素モデルの実現象の再現性について検討を行う。本章では、
詳細有限要素モデルの実現象の再現性を検討するために用いた E-defenseで行われた鋼構造
実大 3 層骨組みの振動台実験の概要と、詳細有限要素モデルのモデル化手法の概要を述べ
る。実大振動台実験に関しては、想定する建物の概要とそれに基づく試験体の概要および
加振計画について簡単に述べる。実験結果に関しては本研究における解析対象ケースの選
定のために鉄骨架構の損傷状況について概説する。詳細有限要素モデルは主架構の鉄骨部
材にシェル要素を主に用いてモデル化を行う。材料構成則はバウシンガー効果を考慮した
二曲面モデルを用いることとし、その材料特性については、基本的に素材試験結果より定
める。作成した詳細有限要素モデルに対して、線形固有値解析を行い、試験体の実測結果
と比較することにより、線形範囲内でのモデル化の妥当性についても検証を行う。 
 
３．２ 試験体の概要と加振計画 
３．２．１ 試験体概要 3-1) 
対象建物は Fig.3.1 に示す平面形状の 3 層鋼構造事務所ビルを想定している。本対象建物
は、兵庫県南部地震当時の耐震規定に基づいて設計されている。試験体は X 方向の一構面
を抜き出した平面骨組みを基に構成し、水平 1方向加振を行った。 
Photo.3.1 に振動台に着座した試験体全景を、Fig.3.2 に試験体の代表的な梁伏図として 2
階梁伏図を、代表的な軸組図として B 通り軸組図を示す。なお、Fig.3.2 内に本研究で使用
する観測データのセンサー位置を併せて示す。実験は三層鋼構造建物の 1 構面を取り出し
た平面骨組を基に構成された試験体を用いて行われた。X方向のみの一方向加振とし、Y 方
向はブレース構造としている。本実験は中央の試験体の B 通りのみを試験対象とし、B 通
りは通常のラーメン構造となっている。B 通りの柱は BCR295、梁は SS400 の H 形鋼材で
構成されている。B 通りの柱・梁の断面寸法を Table 3.1 に示す。A、C通りは両端ピン接合
の柱によって支持されており、水平力は負担せず鉛直荷重のみを支持する構造となってい
る。床スラブはデッキプレートを用いた合成床版となっており、梁フランジと床スラブは
十分な本数の頭付スタッドにより接続されている。なお、試験体質量は 2階 44.9t、3階 43.9t、
R 階 40.6tであった。 
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(a) Plan (2nd Floor) (b) Section Plan 
Fig.3.1 Target Building 
 
Table 3.1 Section List 
 
 
 
Photo 3.1 Installation of the Specimen  
事務室
X
Y
事務室
事務室
事務室
• ¤最高高さ
• ¤
• ¤
• ¤
• ¤
• ¢
Clumn Beam
RF - H-350×175×7×11
3F □-350×350×9 H-400×200×8×13
2F □-350×350×12 H-450×200×9×14
1F □-350×350×12 -
X Y
C
B A①
②
③
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(a)Flaming Plan (2F) 
 
 
(b)Framing Elevation(B) 
Fig.3.2 Specimen for Shaking Table Test 
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３．２．２ 加振計画概要 
本実験で使用した入力地震動は兵庫県南部地震における JR 鷹取駅で観測波 NS 成分（以
下、JR 鷹取波）と想定南海トラフ地震動(以下、想定南海波)3-2)の 2 波である。入力地震動
の加速度時刻歴を Fig3.3 に、速度応答スペクトル（h=0.02）を Fig.3.4 にそれぞれ示す。そ
れぞれの入力波に対して加速度スケーリングを行い合計 9 ケースの実験が行われた。実験
ケース一覧を Table 3.2 に示す。 
 
 
(a) JR-Takatori 
 
(b) Nankai 
Fig.3.3 The Excitation (100%) 
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Fig.3.4 Velocity Response Spetctrum 
 
 
Table 3.2 Cases of The Experimenet 
 
 
３．３ 実験結果概要 
一度目の想定南海 100%と JR 鷹取波を対象として実験結果の概要を述べ、各ケースの層
間変形角と損傷状況から鉄骨架構に損傷が最初に生じたケースを JR鷹取 60%と判断した根
拠について述べる。各ケースで生じた最大層間変形角を Table 3.3にそれぞれ示す。6番目の
加振である、JR 鷹取波 100%加振時までは、順を追うごとに最大層間変形が大きくなってい
ることがわかる。想定南海 100%の層せん断力-層間変形角関係をFig.3.5に、鷹取波 40～100%
の層せん断力-層間変形角関係を Fig.3.6にそれぞれ示す。層せん断力は各階床の応答加速度
に各階積算質量を乗じた慣性力に基づいて算定した。一度目の想定南海 100%加振では、層
せん断力―層間変形角関係は線形性を保っており、ほとんど架構に損傷が生じていなかっ
たと考えられる。Fig.3.6(a)の JR鷹取波40%では1層目で若干の非線形化が見られるものの、
ほぼ線形範囲内の挙動を示している。最大層間変形角は 1/111~1/78 で、下層ほど大きくな
0
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っている。このとき、スラブ加振直交方向のひび割れの他、柱脚のアンカーボルトの伸び
（2~3mm）が確認された。JR鷹取波 60%では、1，2層目で最大応答の生じる 1サイクルで
大きく非線形性を呈していることが確認できる。このとき最大層間変形角は 1/101～1/36に
達した。2、3 階の梁端下フランジにおいて、ミルスケールの剥離が確認されており、塑性
化が発生していたと考えられる。柱脚のアンカーボルトの伸びは 7.5~10mm となった。JR
鷹取波 80%では最大層間変形角は 1/84～1/33となっており、JR鷹取波 60%の場合と比較し
て最大層間変形角には大きな差異が生じていない。ただし、80%では最大応答が生じたサイ
クル以外にも、複数のサイクルにわたって非線形性を呈しており、履歴エネルギー吸収が
数サイクルに分散して生じていることがわかる。このとき、2階の側柱の梁端部の下フラン
ジスカラップ底に微小な延性亀裂の発生を確認している。柱脚アンカーボルトの伸びは
9~11.5mmであった。JR鷹取波 100%では最大層間変形角は 1/47～1/13に達した。このとき、
2 階 1、3 通柱と 3 階 3 通柱に接続される梁端部の下フランジで、スカラップ底を起点とす
る破断が生じていた。また、3 階 1通柱に接続される梁ではフランジ板厚を貫通する亀裂が
フランジ幅方向に 70mm 程度確認された。また、2，3 通柱に接続される梁下フランジには
局部座屈も確認され、全ての層で明らかに層剛性が低下していることが確認できる。 
以上の、JR鷹取 100%までは加振ケースを追うごとに最大層間変形角が増大していること、
JR 鷹取波 60%加振時に明確な非線形性が最初に確認されたことから、最初に主な損傷が鉄
骨架構に生じたのは JR 鷹取波 60%であると判断し、本研究の以後の非線形解析では JR 鷹
取波 60%、80%、100%を解析対象とすることとする。 
 
Table 3.3 Maximum Story Drift angle of Each Experimental Case 
 
  
Order of Experimnet Max Story Drift Angle(rad)
1 50% 0.0054
2 100% 0.0128
3 40% 0.0152
4 60% 0.0282
5 80% 0.0307
6 100% 0.0763
7 50% 0.0139
8 100% 0.0244
9 150% 0.0310
Nankai
Input
Nankai
JR-Takatori
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Fig.3.5 Histeresis Curve（Nankai 100%） 
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 (a) 40% 
Fig.3.6 Histeresis Curve（JR Takatori 40%） 
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 (b) 60% 
Fig.3.6 Histeresis Curve（JR Takatori 40%） 
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(c) 80% 
Fig.3.6 Histeresis Curve（JR Takatori 40%） 
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(d) 100% 
Fig.3.6 Histeresis Curve（JR Takatori 40%） 
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３．４ 詳細有限要素モデルの作成 
解析モデルは試験体の形状を可能な限り忠実に有限要素法により再現する。Fig.3.7に解析
モデルを示す。鉄骨部分は四節点一次のシェル要素を用いてモデル化し、メッシュサイズ
は25mmを基本サイズとした。コンクリート部分は八節点一次のソリッド要素を用いてモデ
ル化した。A、C通り柱、鉄筋、スタッドおよびアンカーボルトはビーム要素を用いてモデ
ル化した。スラブと梁フランジはスタッドを介して結合するために、スタッド下端節点と
梁フランジ節点を共有し、その他のスタッドの節点とコンクリートソリッド要素の節点を
共有している。要素数は2,186,644、節点数は2,134,151であった。解析モデルの各層の質量
は2階42.8t、3階41.9t、R階40.2tであり、試験体の質量とほぼ一致している。 
それぞれの形状をモデル化したうえで、接触が生じる部分にはペナルティ法に基づく接
触条件3-3)を設定した。接触条件を設定した箇所はスラブ-梁フランジ間、スラブ隅部-柱およ
び柱脚部である。柱脚部分はFig.3.7(c)に示すようにベースプレート-ナット間およびベース
プレート-基礎コンクリート間に接触条件を設ける。ベースプレート-基礎コンクリート間で
は摩擦力を考慮した。 
 
 
 
(a) Whole View 
Fig.3.7 FE-Model 
 
X Y
C
B A①
②
③
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(b) Detail View(Joint Area) 
 
 
(c) Detail View(Column Base) 
Fig.3.7 FE-Model 
 
材料モデルは鉄骨部材には鋼材の繰返し載荷によるバウシンガー効果を考慮することが出
来る吉田-上森らのモデル 3-4)を用いた。鋼材の処女載荷時の材料特性は振動台実験に先立って
行われた素材試験の結果を用いて設定した。なお、材料特性設定時の解析モデルは素材試験
片の形状によらず、Fig.3.8に示す立方体の 1要素の単軸引張解析モデルを用いた。 
 
Slab
Column
Stud
Reinforcement Bar
Deck Plate
Beam
Foundation
Base Plate
Nut
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Fig.3.8 Single Element Model 
 
Fig.3.9(a)に柱部材に用いた鋼材の一軸引張試験結果と、これを基に特性を設定した材料モ
デルの一軸引張解析結果を示す。また、本実験では材料の繰返し載荷試験は行われていなた
め、繰返し挙動を支配する各種材料パラメータは文献 3-5)に掲載されている鋼材の繰返し試
験結果を用いて設定した。Fig.3.9(b)には各種材料パラメータ設定時の解析結果と文献 3-5)の
実験結果を示す。鉄筋、スタッドおよびアンカーボルトでは履歴則として Ramberg-Osgoodを
用いた。コンクリートは、Ottosenの破壊基準に従う完全弾塑性体を適用し、三方向直交分散
ひび割れモデルを用いてコンクリートのひび割れを考慮した 2-2), 2-3)。ひび割れ後の軟化特性は
直線軟化とした。なお、コンクリートは設計基準強度を基に材料特性を決定した。 
 
  
(a) Monotonic(1,2F Column) (b) Cyclic3-5) 
Analysis          Experiment 
Fig.3.9 Steel Material Model 
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３．５ 詳細有限要素モデルの線形固有値解析結果 
線形範囲内でのモデル化の妥当性を検証するために、詳細 FEM モデルの線形固有値解析
を行い、ランダム波加振の結果 3-6)から得られた試験体の固有振動数との比較を行う。なお、
3.4節に先述したように、解析モデルの質量は試験体の質量とほぼ一致しているため、固有
振動数の結果から線形範囲内のモデル化の妥当性を示すことが可能であると考えられる。 
線形固有値解析は、Fig.3.10 に示す柱脚固定モデルを用いて行った。ランダム波加振は
Table 3.2 の各加振ケース前と 3ケース目の JR 鷹取 40%加振後、6ケース目の JR 鷹取 100%
加振後、最終ケースの想定南海トラフ波 150%加振後の合計 12 回行われているが、本研究
では、地震波載荷前の初期状態での計測結果を用いる。ランダム波は全て最大加速度 0.5m/s2
のランダム波を用いている。 
 
 
 
Fig.3.10 Analysis Model for Eigenvalue Analysis 
 
固有値解析の結果得られた固有振動数を、ランダム加振による応答のスペクトル解析か
ら得られた固有振動数とともに Table 3.4 に、固有モード図を Fig.3.11 にそれぞれ示す。一
次から三次までランダム波加振による応答から実測された固有振動数とほぼ一致している。
すなわち、線形範囲内では試験体の構造特性を適切にモデル化できていると言える。なお、
解析結果として加振方向の固有振動数、固有モードのみ抜粋して掲載している。固有値、
質量ともにほぼ一致していることから、作成した解析モデルは試験体の基本的特性を反映
できているものと判断できる。 
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Table 3.4 Natural Frequency (Hz) 
 
 
 
Mode Mode Shape 
1st 
 
2nd 
 
3rd 
 
Fig.3.11 Eigen Modal Shape 
 
1st 2nd 3rd
Observed 1.57 4.85 8.58
Analysis 1.58 4.84 8.75
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３．６ ３章のまとめ 
本章では、E-defense を用いて実施された実大 3 層鋼構造骨組みの振動台実験の概要を述
べた。また、その実大振動台実験の試験体を対象とした詳細有限要素モデルのモデル化方
法について述べ、解析モデルの線形範囲内でのモデル化の妥当性を線形固有値解析によっ
て示した。以下に本章の結論として要点をまとめる。 
 
１）実大振動台実験は全 9ケース行われた。そのうち本研究で対象とする JR 鷹取波を含
む最初の 6ケースでは、想定南海波 50%、100%、JR 鷹取波 40%、60%、80%、100%
の順で最大層間変形が大きくなっていた。 
２）JR鷹取波 40%のケースについては鉄骨架構本体には明確な塑性化の痕跡は見られず、
JR 鷹取波 60%以降では、明確な非線形化が認められた。また、JR鷹取 100%では梁端
接合部に破断が見られた。以上より、最初に鉄骨架構に損傷が生じたケースは JR 鷹
取 60%であると判断し、以降の解析では JR鷹取 60%以降を対象とすることとした。 
３）主架構である鉄骨部材にシェル要素、RC スラブのコンクリートにソリッド要素、鉄
筋等にビーム要素を用いて詳細有限要素モデルを作成した。その結果、モデル質量は
試験体質量とほぼ一致するとともに、3 次までの加振方向固有振動数も試験体の実測
結果とほぼ一致した。よって、線形範囲内では本章で述べた詳細 FEM モデルは試験
体の性状を適切にモデル化できていると言える。 
 
以上より、本論文では主に鉄骨架構に明確に損傷が生じた JR鷹取波 60%～100%の加振ケ
ースに関して検討を行うものとする。また、線形範囲内において詳細有限要素モデルは試
験体の特性を正しく反映できているものと判断する。 
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４章 複数回加振の加振履歴を考慮した詳細有限要素モデ
ルによる再現解析 
 
４．１ はじめに 
本章では、3章で述べた実大振動台実験のうち鉄骨架構に塑性化が発生した JR鷹取波60%
～80%の加振ケースに対して、詳細有限要素モデルを用いた応答解析を行い、その実験結果
の再現性について検討を行う。一般的に実大振動台実験においてはその入力レベルを徐々
に上げながら加振を行っており、最終的に試験体は複数回の地震動を受けた状態にある。
しかしながら、特に鋼構造建物の振動台実験を対象として、試験体全体を有限要素法でモ
デル化した数値解析で、その加振履歴を考慮した例は筆者の知る限り存在しない。文献 1-9)
においてもブラインド解析結果の整理に加振履歴の有無は評価項目として挙げられていな
い。そこで本研究では、詳細有限要素モデルを用いた振動台実験の再現解析において加振
履歴の考慮の有無が解析の実験結果再現性におよぼす影響を検討する。詳細有限要素モデ
ルは、3 章で述べたシェル要素、ソリッド要素によって建物の形状を可能な限りそのままモ
デル化した解析モデルを用いる。また、3章の結果より、実験時に鉄骨架構に損傷が明確に
観察されたケースのみを対象として加振履歴を考慮する。 
 
４．２ 解析ケースおよび解析条件 
Table 4.1 に解析ケース一覧を示す。振動台実験では合計 9 ケースの加振が行われたが、
本章では 3 章の結果にしたがい、鉄骨架構に最初に大きな塑性化が生じた JR 鷹取波 60%、
80%を解析対象とする。3 章では JR 鷹取波 40%までは試験体はほぼ線形性を保っており、
大きな非線形化は確認されておらず、JR 鷹取波 60%時に初めて明確な非線形性を示したと
判断している。そこで、本章では JR 鷹取波 60%の加振前を初期状態と考えた検証を行うも
のとした。従って、JR 鷹取波 60%加振を対象とした解析では加振履歴を考慮していない 1
ケースのみを解析し、その解析ケースを Case-60 とする。一方、JR 鷹取波 80%のケースに
ついては JR 鷹取波 80%の入力前に JR 鷹取波 60%を加振履歴として入力したケースを設定
し、加振履歴を無視した場合と考慮した場合をそれぞれ Case-80 と Case-80-2 として解析を
行う。 
 
Table 4.1 Analysis Cases 
 
 
  
Case Case-60 Case-80 Case-80-2
Input JR-Takatori 60%
History ― Not Considered Considered
JR-Takatori 80%
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各ケースの解析に用いた入力地震動の加速度時刻歴波形をFig.4.1に示す。Case-60、Case-80
ではJR鷹取波の主要動を含む15秒間を入力として与えた。Case-80-2ではJR鷹取波の加速度
レベル60%を約17秒間与えたのちに、入力加速度を0にして減衰自由振動させて一旦静止さ
せる。その後、JR鷹取波80%を入力地震動として与えることによって加振履歴を考慮した解
析を行う。入力加速度は振動台上で観測された加速度時刻歴を解析モデルの最下部節点に
入力した。 
時間積分には中心差分に基づく動的陽解法を用いた。時間増分は解析中、クーラン条件
に従って自動的に決定されるが解析初期の時間増分は 3.7×10-6 秒であった。減衰は質量比
例減衰とし、一次のモードに対して減衰定数 h=0.01 となるように設定した。解析には
LS-DYNA ver.971R7.1.1 を使用した。 
 
 
Fig.4.1 Excitations  
 
４．３ 解析結果と考察 
Case-60では加振履歴を考慮しなくとも、実験結果を良好に再現することが出来た。JR鷹
取波80%のケースでは加振履歴を考慮することにより、Case-80よりもCase-80-2で実験結果
の再現性が向上した。 
Fig.4.2 に各ケースの層間変形角時刻歴、Fig.4.3 に層せん断力時刻歴、Fig.4.4 に 2 階梁端
回転角、Fig.4.5 に 2 階柱梁接合部パネルゾーンのせん断ひずみ、Fig.4.6 に R 階の加速度応
答フーリエスペクトルをそれぞれ示す。実験結果の層間変形角は 3 章 Fig.3.2 に示す位置に
設置されたレーザー変位計で計測された層間変位の値を用いて算出した。層せん断力は柱
に設置したひずみゲージを用いて計測されたひずみから求めたせん断力の合計値を用いた。
梁端回転角は 3 章 Fig.3.2(b)に示す二つの変位計の値を用いて算出した。パネルゾーンのせ
ん断ひずみは、Fig.3.2(b)内に示す三軸ひずみゲージを用いて求めた。また、加速度は各層
に設置された加速度計の平均値を用いた。なお、解析結果の梁端回転角についても、実験
時の計測箇所の節点間距離を用いて算定した。各時刻歴のグラフの横軸（時刻）は実験時
の時刻に合わせて表示している。Table 4.2 には、Case-80 と Case-80-2 における層間変形角
の、実験値と解析値の差の二乗平均平方根（RMS）を示す。なお、RMS は式（4.1）によっ
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て計算される。 
 
  2)(
1
RMS ANLEXP xx
N
  (4.1) 
 
N : データ数 
xEXP : 層間変形角実験値 
xANL : 層間変形角解析値 
 
Case-60では Fig.4.2(a)、Fig.4.3(a)に示すように層間変形角、層せん断力ともに実験結果と
良好な一致を示していることがわかる。特に層間変形角においては、その最大応答が発生
している 15 秒付近でも良好な致を示していることがわかる。梁端部の回転角についても、
層間変形角と同様に実験結果と良好な一致を示している。柱梁接合部のせん断ひずみにつ
いては、その最大値をやや過小評価する傾向にある。また、Fig.4.6(a)からも、実験値の周波
数特性も良好に再現できている。実験において JR鷹取波 40%以前の加振では大きな損傷は
観察されておらず、ほぼ弾性範囲内の挙動を示していたことによるものと考えられる。こ
の結果より、JR鷹取波 60%の加振前までのでは加振履歴の影響は小さいものと判断できる。 
鷹取 80%を入力とした Case-80、Case-80-2では、Table 4.2の RMSからも明らかなように、
全ての層において加振履歴を考慮したCase-80-2の方が解析値の実験値に対する誤差が小さ
くなっている。Fig.4.2(b)より Case-80 では、12 秒付近で層間変形角を過小評価し、14 秒付
近の正方向、14.5 秒付近の負方向の層間変形角を過大評価している。また、Fig.4.3(b)に示
すように層せん断力では 14.5 秒付近での最大層せん断力は実験結果とほぼ一致しているも
のの、14 秒付近では層せん断力を過大評価している。また、層間変形角、層せん断力とも
に、17秒以降では応答に遅れが見られる。Fig.4.2(c)、Fig.4.3(c)に示すように Case-80-2では
これらの点についても、実験結果に近い値を示す傾向が確認できる。梁端回転角の時刻歴
について、層間変形角と同様に Case-80-2の方が実験結果の再現性が向上していることがわ
かる。2 階柱梁接合部のせん断ひずみは、最大値は Case-80 の方が近い値を示しているが、
その他の部分については、位相の遅れ等が解消され実験結果に近い傾向を示している。な
お、Fig.4.6(b)の R 階の加速度フーリエスペクトルに見られるように、周波数域の応答では、
加振履歴考慮の有無による相違は明確ではないが、いずれの解析結果においても、2次モー
ド付近の振幅スペクトルに実験値との隔たりがややみられる。 
 
Table 4.2 RMS（rad） 
 
1F 2F 3F
Case-80 0.0071 0.0045 0.0029
Case-80-2 0.0038 0.0025 0.0020
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(i) 1st Story 
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(iii) 3rd Story 
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(a) Case-60 
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Fig.4.4 Rotational Angle of End of Beam at 2nd Floor 
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(a) Case-60 
 
(b) Case-80 
 
(c) Case-80-2 
Analysis        Experiment 
Fig.4.5 Shear Strain of Panel Zone at 2nd Floor 
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(a) Case-60 
 
(b) Case-80 
 
(c) Case-80-2 
Analysis        Experiment 
Fig.4.6 Fourier Spectrum 
 
  
0
2000
4000
6000
8000
10000
0 2 4 6 8 10
Fo
u
ri
e
r 
Sp
e
ct
ru
m
 
(m
m
/s
2
・
se
c)
 
Frequency(Hz) 
0
4000
8000
12000
16000
20000
0 2 4 6 8 10
Fo
u
ri
er
 S
p
ec
tr
u
m
 
(m
m
/s
2 ・
se
c)
 
Frequency(Hz) 
0
4000
8000
12000
16000
20000
0 2 4 6 8 10
Fo
u
ri
er
 S
p
ec
tr
u
m
 
(m
m
/s
2 ・
se
c)
 
Frequency(Hz) 
―大規模詳細有限要素モデルによる鋼構造建物を対象とした非線形解析に関する研究― 
第 4章 複数回加振の加振履歴を考慮した詳細有限要素モデルによる再現解析 
 
67 
 
Fig.4.7 に 14.5 秒付近の最大変形時における、B 通り架構の変形図を示す。コンターは相
当塑性ひずみを表す。なお、変形図の変形表示倍率を 2 倍として表示している。Fig.4.8 に
は側柱側の 2 階柱梁接合部近傍の拡大図を示す。Fig.4.8 では変形表示倍率を 1 倍としてい
る。Fig.4.9 では中柱の柱脚部の拡大図を相当塑性ひずみコンターとともに示す。Fig.4.9 で
も変形表示倍率は等倍である。ここで、Fig.4.8、9における相当塑性ひずみは式(4.2)に示す
ように、相当塑性ひずみ増分を積分して求められる。解析中は減少することなく、累積し
ていくため損傷の蓄積を表現している。 
 
p
ij
p
ij
ppeff
p dddd 
3
2
,   　      (4.2) 
effp : 相当塑性ひずみ 
dp : 相当塑性ひずみ増分 
dij
p
: 塑性ひずみ増分テンソルの各成分 
 
Fig.4.7 に示すように、いずれのケースでも中柱の柱梁接合部が大きく塑性化している。
また、2、3 階梁端部にも塑性化が発生している。柱については、1 階中柱の柱頭部に若干
の塑性化が見られるものの、ほぼ弾性状態を保っている。また、Fig.4.8(a)に示すように、
Case-60では梁端部に塑性化は生じているものの局部座屈は発生していない。一方、Fig.4.8(b)、
(c)に示すように、Case-80、Case-80-2では梁下フランジに明らかな局部座屈が発生している。
相当塑性ひずみに着目すると、Case-80と比較して、Case-80-2では塑性化がより進行してい
ることがわかる。これは鷹取 60%を事前に入力したことにより、鷹取 80%が入力される前
にすでに損傷が蓄積されていたことに起因すると考えられる。 
Fig.4.9に示すように、柱脚ではアンカーボルトの伸びに伴ってベースプレートの離間が生
じていることがわかる。Case-60よりも、Case-80、Case-80-2では離間量が大きくなっている。
Table 4.3に中柱の柱脚部のアンカーボルトの残留伸び量を示す。鷹取60%加振時、実験では
中柱の柱脚部西側で最も残留伸びが大きく、9.0mmの残留伸びが観測されている。解析では
Case-60において8.8mmの残留伸びが見られ、実験の状況を再現出来ている。鷹取80%加振時
では実験において11mmの残留伸びが観測された。Case-80では16mmの残留伸びが観測され
ており、アンカーボルトの残留伸びを過大評価していることがわかる。一方、Case-80-2に
おけるアンカーボルトの残留伸びは13mmであり、アンカーボルトの残留伸びの状況につい
ても、加振履歴を考慮したCase-80-2の方が実験結果の再現性は向上していることがわかる。 
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(a)Case-60 
  
(b)Case-80 
  
(c)Case-80-2 
Fig.4.7 Deformation and Effective Plastic Strain Distribution when Maximum 
Deformation was Occurred（Deformation Scale Factor : 2.0） 
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(a)Case-60 
  
(b)Case-80 
  
(c)Case-80-2 
Fig.4.8 Close View of Deformation and Effective Plastic Strain Distribution when 
Maximum Deformation was Occurred（Deformation Scale Factor : 1.0） 
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(a)Case-60 
 
(b)Case-80 
 
(c)Case-80-2 
Fig.4.9 Close View of Deformation of Column Bottom when Maximum Deformation was 
Occurred（Deformation Scale Factor : 1.0） 
 
Table 4.3 Residual Deformation of Anchor Bolt 
 
Case-60 Case-80 Case-80-2
実験 9.0
解析 8.8 16 13
Case
残留伸び
11
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４．４ ４章のまとめ 
本章では、第3章で述べた実大振動台実験のうち、鉄骨架構に塑性化が生じた JR鷹取60%、
JR 鷹取 80%の加振ケースに対して、詳細有限要素モデルによる非線形応答解析を行った。
また、振動台実験中の加振履歴の影響が実験結果の再現性に対して与える影響についても
考察するため、JR鷹取波 80%では加振履歴の有無をパラメータとした解析を行った。本章よ
り得られた知見を以下に示す。 
 
１）JR鷹取 60%のケースでは、実際の実験で JR鷹取波 60%加振前までに入力されていた加
振履歴を考慮しなくとも、概ね良好に実験時の挙動を再現できることをまず確認した。 
２）JR鷹取 60%までは加振履歴を考慮しなくとも実験を良好に再現できることを前提として
JR鷹取波 80%のケースでは、JR鷹取波 60%加振履歴を考慮することで、全体的な応答と
しての層間変形角、層せん断力時刻歴の実験の再現性が向上することを示した。 
３）部分的な応答として、2階の梁端回転角、2階柱梁接合部のパネルゾーンにおけるせん断
ひずみおよびアンカーボルトの残留伸び量に関して、加振履歴を考慮による実験の再現
性の違いを検討した。加振履歴を考慮することによって、これらの応答についても実験
結果の再現性が向上することを確認した。 
４）加振履歴を考慮することで、80%加振前に部材に塑性化を経験した箇所が存在すること
とアンカーボルトに残留伸びが生じていたことが原因であると推察される。 
 
以上より、複数回の加振を受ける実大鋼構造骨組みの振動台実験に対して、形状を可能な限
りそのまま有限要素法でモデル化した解析モデルに、素材試験結果の材料特性を反映するこ
とで、非線形領域においても実験結果を良好に再現できることが確認出来た。 
 
４章の参考文献 
4-1) Mukai, Y., Irie, C., Namba, H., : Structural Monitoring and Diagnose for Damaged Steel Frame 
Structures caused by Multiple Seismic Excitations, Proc. on 6th World Conf. on Structural Control 
and Monitoring, 2014.7, pp.2407-2416. 
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５章 詳細有限要素モデルによる接合部破断を考慮した実
大鋼構造物の応答解析 
 
 
 
５．１ はじめに 
本章では 3章で述べた、実大振動台実験のうち、鉄骨架構に破断が確認された JR 鷹取波
100%の加振ケースについて、破断を考慮した解析を行い、破断後の挙動の再現性について
検討を行う。なお、振動台実験は複数回の地震動を受ける累積損傷試験であり、3、4 章の
結果に従い、解析では JR鷹取 60%、80%を加振履歴として考慮することとした。 
建築構造物の終局挙動を支配する一つの要因として部材の破断が挙げられる。2013年に
実施された鉄骨造高層建物の崩壊実験では梁端部の破断に起因して建物が崩壊に至ってい
る5-1)。また、この実験に対するシミュレーションでは破断のモデル化が重要であることが
示されている5-2)。この他に破断を考慮した数値解析としては、竹原・中島らが実大鋼構造
建物の準静的載荷実験に対してシミュレーションを行っている5-3)。しかしながら、これら
のシミュレーションに用いられた解析モデルはいわゆるフレームモデルであり、1章でも述
べたようにモデル化手法、各種パラメータの設定によって解析結果が大きく異なる問題を
内在していると言える。これに対して、文献1-13)などの詳細有限要素モデルを用いた解析
では破断が生じたケースを対象とした解析は行われておらず、破断が生じない場合では高
精度な解析が可能であることが示されているものの、破断後の挙動に関する解析精度につ
いての検証には至っていない。 
そこで本章では 3 章で述べた実大 3 層鋼構造建物に対して、破断を考慮した詳細有限要
素解析を行い、破断後の応答の再現性について検討した。解析では破断箇所の要素を削除
することによって破断を考慮した。要素削除のタイミングは、実験で破断が生じたと判断
した時刻で強制的に要素を削除することとした。また破断部、すなわち削除した要素に累
積されるダメージ量が実際の損傷状況を示す指標となりうるかどうかについて考察を加え
る。その後、ダメージ量を破断基準として用いた場合に、実際に実験で生じた破断現象の
再現性についても検討を行う。 
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５．２ 解析モデル 
５．２．１ 解析ケース 
解析ケース一覧を Table 5.1に示す。本章では Fig.5.1に示すように JR 鷹取波 60、80、100%
の連続加振を行い、100%加振時における破断の有無をパラメータとして解析ケースを設定
する。4章の結果より、本研究のように連続加振を行う振動台実験では、加振履歴を考慮す
ることが必要であると考えられが、加振履歴としては、3 章、4 章の結果にしたがって JR
鷹取波 40%加振までは大きな損傷が生じていないと考えられることから、60、80%加振を考
慮することとした。加振履歴として載荷した 60%、80%時のケースをそれぞれ Case-60、
Case-80とする。100%加振では破断を考慮していないケースを Case-100、破断を考慮したケ
ースを Case-100-Fとする。 
 
Table 5.1 Analysis Cases 
 
 
 
Fig.5.1 The Excitation 
 
５．２．２ 破断の考慮方法およびその他解析条件 
Case-100-F では実験で破断が確認された時刻にあわせて当該箇所の要素を削除すること
で表現した。要素削除の状況の概念図を Fig.5.2に示す。Fig.5.3では要素を削除した時刻を、
実験結果の 1 階層間変形角時刻歴内に示す。破断状況の確認は試験体に設置されたビデオ
画像および加振終了後の損傷観察結果から判断した。本解析では亀裂がフランジ板厚方向
に貫通したと思われる段階で破断したものとして取り扱い、微小な亀裂については無視す
ることとする。ウェブについてはビデオ画像から破断が明確に確認された段階で破断に至
ったと判断する。なお、実験時のビデオ画像において、破断面が板厚方向に対して斜めに
生じ、破断部が閉じようとする際に片側の破断部がもう片方に滑り込むような挙動が観察
されているため、今回の解析においては破断後の鋼材の再接触については考慮していない。 
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Fig.5.2 Conseptural Figure of Fracture Modeling 
 
 
Fig.5.3 Fracture Time 
 
 
解析には LS-DYNA ver.971 R7.1.2を用いて行いた。数値積分には 2章、4 章と同様に動的
陽解法を用いた。解析中の時間増分はクーラン条件に従い自動的に設定される。解析開始
時の時間増分は 3.5×10-6 秒であった。解析時間は京都大学が保有するスーパーコンピュー
タシステムのシステム D（通称 Magnolia）上で 504Core を用いて 60%、80%、100%の連続
解析、合計約 80秒間で、約 80時間を要した。 
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５．３ 解析結果と考察 
Case-60の層間変形角の時刻歴を Fig.5.4に、Fig.5.5には Case-80の層間変形角をそれぞれ
示す。なお、各時刻歴の横軸は実験時の時刻を表し、括弧内は解析における時刻を表す。
Table 5.2には Case-100と Case-100-Fにおける層間変形角の最大値および、実験値と解析値
の差の二乗平均平方根（RMS）を示す。Fig.5.6 に JR 鷹取波 100%加振である Case-100、
Case-100-F の層間変形角、Fig.5.7 に層せん断力の時刻歴をそれぞれ示す。Fig.5.6、Fig.5.7
でも横軸は実験時の時刻を表し、括弧内は解析における時刻を表す。また、Fig.5.6(d)には
各部の破断時刻を Table 5.3 内の番号とともに表示する。この各部の破断状況概要、破断時
が生じた時の試験体のビデオ画像のスナップショットおよび解析における要素削除の状況
をそれぞれ Table 5.3に示す。なお、解析状況のコンターは相当塑性ひずみ分布を示す。 
 
Table 5.2  Max. Value and RMS of Story Drift Angle（rad） 
 
 
Table 5.2の RMS から全ての層において、Case-100よりも Case-100-Fで実験と解析の誤差
が小さくなっており、破断を考慮することによって解析精度が向上していることがわかる。
また層間変形角の最大値も実験値との差が 3 階以外で小さくなっている。Fig.5.6 に示すよ
うに、14 秒付近以降で、破断を考慮していない場合では層間変位を過小評価しており、位
相のずれも確認できる。Table 5.3に示すように、Fig.5.6(d)内(iv)の時点で 1、3通り柱に取り
つく 2 階梁の下フランジが全幅にわたって破断しており、梁端部の破断発生以降の層間変
形角を Case-100では追跡できていないことがわかる。また Fig.5.7の層せん断力においても
層間変形角の時刻歴と同様に、15 秒以降で位相のずれが確認される。Case-100-F では層間
変形角、層せん断力ともにこれらのずれが明らかに改善されている。実験で破断が確認さ
れた時刻に、破断箇所に該当する要素を強制的に削除することによって破断を考慮した結
果、破断後の実験結果をより精度よく表現できるようになった。 
Table 5.3に示すように、破断部では塑性ひずみの集中が生じていることがわかり、スカラ
ップ底でのひずみ集中を解析で表現できていることがわかる。また Table 5.3 中(iv)～(viii)で
は、実験において梁下フランジに局部座屈が発生していることが確認できる。解析状況の
変形図から解析においても実験と同様の箇所で局部座屈が発生していることが確認でき、
これも実験の状況を再現できていると言える。  
1st 2nd 3rd
Exp. 0.076 0.050 0.021
Case-100 0.062 0.039 0.024
Case-100-F 0.087 0.059 0.029
Case-100 0.021 0.013 0.007
Case-100-F 0.010 0.008 0.005
Max.
RMS
Story
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(a)1st Story 
 
(b)2nd Story 
 
(c)3rd Story 
Fig.5.4 Story Drift Angle History(Case-60) 
(        Analysis       Experiment) 
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(a)1st Story 
 
(b)2nd Story 
 
(c)3rd Story 
Fig.5.5 Story Drift Angle History (Case-80) 
(        Analysis       Experiment) 
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(a)1st Story(Case-100) 
 
(b)2nd Story(Case-100) 
 
(c)3rd Story(Case-100) 
Fig.5.6 Story Drift Angle(Case-100, Case-100-F) 
(        Analysis       Experiment) 
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(d) 1st Story (Case-100-F) 
 
(e) 2nd Story (Case-100-F) 
 
(f) 3rd Story (Case-100-F) 
Fig.5.6 Story Drift Angle(Case-100, Case-100-F) 
(        Analysis       Experiment) 
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(a)1st Story(Case-100) 
 
(b) 2nd Story(Case-100) 
 
(c) 3rd Story (Case-100) 
Fig.5.7 Story Shear Force History(Case-100, Case-100-F) 
(        Analysis       Experiment) 
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(d) 1st Story (Case-100-F) 
 
(e) 2nd Story (Case-100-F) 
 
(f) 3rd Story (Case-100-F) 
Fig.5.7 Story Shear Force History(Case-100, Case-100-F) 
(        Analysis       Experiment) 
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Table 5.3 States of Fracture 
No. 
Briefing about 
State of Fracture 
Experiment Analysis 
(i) 
Crack had been 
detected on scallop 
bottom at  2F-① 
 
 
(ii) 
Crack on scallop 
bottom at  2F-③ 
had penetrated 
flange(10 mm) 
  
(iii) 
Bottom flange at 
2F-① had fully 
fractured 
  
(iv) 
Bottom flange at 
2F-③ had fully 
fractured 
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Table 5.3 States of Fracture 
No. 
Briefing about 
State of Fracture 
Experiment Analysis 
(v) 
Web at 2F-① had 
fractured. 
  
(vi) 
Web at 2F③- had 
fractured. 
Crack on scallop bottom 
at 3F-③ had 
penetrated flange(3 
mm) 
  
(vii) 
Crack on scallop bottom 
at 3F-① had 
penetrated flange(3 
mm) 
  
(viii) 
Bottom flange at 3F-③ 
had fully fractured 
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５．４ 破断部におけるダメージ量に関する考察 
前節にて、破断部では塑性ひずみの集中が生じていることを確認した。本節では塑性ひ
ずみ集中部における破断に至るまでのダメージ量の蓄積について考察を加える。一般に鋼
構造部材の低サイクル疲労による破断に関しては、部材の塑性率と繰返し数を関連付けた
もの 5-4)など、素材の塑性ひずみ振幅と繰返し数を関連付けたもの 5-5)がある。本研究では、構
造体の形状を、シェルモデルを用いてモデル化していることから、塑性ひずみによるダメ
ージ量の蓄積について考察する。 
 
５．４．１ 破断部におけるダメージ量の算定方法概要 
鋼材の低サイクル疲労に関しては文献 5-5)などにも示されるように式 (5.1)に示す
Manson-Coffin 則 5-6),5-7)が比較的よく用いられている。 
 
 CNp 
~  (5.1) 

～
p：塑性ひずみ振幅 
N：塑性ひずみ振幅
～
pに対応する破断繰返し数 
C、：材料パラメータ 
 
また、変動荷重時のダメージ量の蓄積を表すMiner則 5-8)は以下の式(5.2)で表される。 
 
 


k
i i
i
N
n
D
1
 (5.2) 
ni：塑性ひずみ振幅
～
p,iのときにおける繰返し数 
Ni：塑性ひずみ振幅
～
p,iにおける破断繰返し数である。 
 
ダメージ量 D が 1.0 になったときに破断に至ると仮定する。変動荷重に対してはレインフ
ロー法 5-9)などのサイクルカウント法が知られているが、サイクルカウント法を用いた場合、
塑性ひずみ振幅
～
p,iの範囲、回数 niなどは離散値であり、また過去のひずみ経路を記憶する
必要があるため、有限要素モデルの時刻歴応答解析に用いるには計算負荷が大きい。これ
に対し、XueはManson-Coffin則とMiner則を連続変数で取扱う手法を提案している 5-10),5-11)。
本研究ではこれに倣い、破断部のダメージ量の定量化について考察を加える。 
片側単調載荷での破断について、式(5.1)を適用する。破断時の塑性ひずみ
～
p0 が(5.1)式の
塑性ひずみ振幅
～
pとなり、N=1/2 であるので
～
p0と Cの関係は式(5.3)で表される。 
 
 Cp 
 2~ 0  (5.3) 
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また、ある塑性ひずみ振幅
～
p,iにおける片側単調載荷（1/2サイクルに相当）において蓄積
されるダメージ量Diは式(5.2)より式(5.4)で表される。 
 
 
i
i
N
D
2
1
  (5.4) 
 
(5.1)、(5.3)、(5.4)式を併せてDiは式(5.5)で表される。 
 
 



  1
~
~
~
~
0
,
1
0
,


















 mD
m
p
ip
p
ip
i 　　  (5.5) 
 
式(5.5)はある塑性ひずみ振幅の片側単調載荷を経験した時にステップ関数上に蓄積され
るダメージ量である。ここで、単調載荷経路に沿った任意の時点(塑性ひずみ量p
*が生じた
時点)で蓄積されるダメージ量を Xueの手法と同様に、塑性ひずみ量に対する連続関数とし
て(p
*
)で表す。(p
*
)は式(5.5)と相似な式(5.6)を仮定する。 
 
  
m
p
p
pΨ 








0
*
*
~

  (5.6) 
p
ij
p
ijp  32
*   
ij
p：塑性ひずみテンソルの各成分 
 
なお相当塑性ひずみp
eff
 (相当塑性ひずみ増分の累積値)とある時点の塑性ひずみ量p
*とは、
異なる値である。p
*が 0 から増加して
～
p,iに達した時点でのダメージ量が式(5.5)と同じ値と
なるには、塑性ひずみ dp増分に応じたダメージ量の増分を(5.7)式の微係数で与えればよい。 
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
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0
1
0
**
*
**
~
1
~  (5.7) 
 
Xue は塑性ひずみが生じている間、p
*の増加・減少によらずダメージ量が蓄積されると
仮定しており、p
*の定義と式(4.2)より、dp
*
/dpはp
*増加時には 1、p
*減少時には-1 となる
ことからダメージ量 D は全ての塑性ひずみ進展経路に沿って式(5.7)の d(p
*
)の絶対値を積
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分した以下の式(5.8)で定義するものとした。 
 
 









 p
p
m
p
p
p dmdΨD 



0
1
0
*
*
~
1
~)(  (5.8) 
 
５．４．２ ダメージ量算定式における材料定数の同定 
式(5.1)および式(5.8)ではそれぞれ二つの材料定数が存在している。ここでは振動台実験に
先立って行われた部材実験結果 5-12)と、文献 5-5)で報告されている二つの材料定数間の相関
関係から材料定数を同定し、その結果を振動台実験に適用することにより破断部のダメー
ジ量の推移について考察する。 
部材実験の試験体概念図を Fig.5.8 に示す。部材実験では振動台実験の 2 階側柱部分の柱
梁接合部を抜き出したト形試験体を対象とし、梁先端を加力点として正負漸増交番載荷を
行った。試験体の、柱支点間距離、柱芯から梁先端加力点までの距離ともに 3000mm とし
た。なお、梁部材と溶接ワイヤは振動台実験試験体と同一ロットの材料を使用している。 
部材実験を対象とした数値解析モデル概要を Fig.5.9 に示す。振動台実験の解析モデルと
同様に 25mm をメッシュ基本サイズとして要素分割を行った。モデル化範囲は鉄骨部材部
分のみとし、部材端部から加力点までの治具等のモデル化は省略し、加力点と部材端部節
点を剛体拘束することによって実験状況を再現した。材料構成則は振動台実験と同様のも
のを用いた。なお、部材実験の解析では破断は考慮せず、実験で破断が確認された部分に
対応する要素から式(5.8)内のp
*、dpを抽出しダメージ量の算出を行う。 
 
 
Fig.5.8 Specimen（Component Test） 
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Fig.5.9 FE-Model（Component Test） 
 
Fig.5.10に部材実験および、数値解析で得られた曲げモーメント-回転角関係を示す。数値
解析は実験の挙動を良好に再現できていることが確認できる。よって、この解析結果から
得られたp
*、dpの履歴を m と
～
p0の同定に用いることとする。 
 
 
Fig.5.10 Result of Component Test 
 
次に、二つの材料定数間の相関関係について、佐伯らは式(5.1)における Cおよび、すな
わち式(5.8)における
～
p0および m について指数関数で表される相関関係があることを報告し
ている。Fig.5.11に文献 5-5)に追加して中込らの実験 5-13)、原山らの実験 5-14)で得られている
結果を加えてと Cの関係をプロットする。と C の関係の近似式を求めると式(5.9)で表さ
れる相関関係があることがわかる。ここから、mと
～
p0の相関関係は式(5.10)で表される。 
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9.716693.1 C  (5.9) 
 
 
m
p
1
0 8.14330169.0
~   (5.10) 
 
Fig.5.11 C-α Diagram 
 
以上の二点、すなわち部材実験の数値解析から得られたp
*、dpと式(5.10)を用いて
～
p0、m
を求めると式(5.11)の値となる。 
 
 19.3
1
,16.02~ 0 

  mCp 　  (5.11) 
 
５．４．３ 破断部のダメージ量の推移 
Fig.5.12に式(5.8)を用いてCase-100-Fの解析結果から求めた梁フランジでの要素削除直前
までのダメージ量の推移を示す。なお、横軸は加振履歴として考慮した JR鷹取波 60、80%
を載荷した時間を含む解析時間で表示している。また、各履歴の終端は解析時に要素を削
除した時刻である。ここで、スカラップ底とはスカラップ底のフランジ要素から算出した
ダメージ量で、梁全幅とは梁フランジ幅方向最外端の要素から算出したダメージ量である。 
60%加振時では、2 階梁フランジにおいて微量のダメージ量の蓄積が確認できる。60%加
振時でダメージ量が増加したのは最大層間変形角が生じている 5秒付近の一度のみであり、
実験において最大変形が生じた 1 サイクルで明瞭な非線形化が確認された事実と一致して
いる。 
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80%加振時では 30秒付近で、2階梁フランジにおいてダメージ量が急増するとともに、3
階梁フランジにおいてもダメージの蓄積が開始していることが確認出来る。また、この時
80%加振実験において 1 層、2 層目で最大層間変形角が生じて非線形化が確認されており、
解析でのダメージ量の増加と実験での非線形化の時刻が概ね一致している。特に 2 階梁フ
ランジではダメージ量が D=0.36～1.06 まで上昇しているが、実験では 80%加振実施後の損
傷観察で 2 階梁下フランジのスカラップ底において微小な亀裂の発生が確認されており、
破断直前の状況に至っていたと考えられ、この結果はその状況を表していると言える。 
100%加振時、実験において 2 階では 53 秒から 55 秒の間付近で梁端部の破断が生じてい
る。また、3階では 2階梁端部の破断後の 56秒から 64秒付近で梁端部の破断を生じている。
一方、解析結果から求められたダメージ量 D は 2 階梁フランジにおいて、いずれの箇所も
実験での破断時刻で D=0.68～0.93、2.01 の値を示しており、1.0 近く、または 1.0 を超える
状況となっている。また、これらの破断時刻直前ではいずれの箇所においてもダメージ量
の急増が認められる。3階では 2階梁フランジの破断までは 0.01以下で推移しているが、2
階梁フランジの破断後に急激なダメージ量の増加が認められ、1.0を大きく超える結果とな
った。以上により、2階、3階とも概ね実験での破断状況を表したダメージ量の推移となっ
ているものと考えられる。 
 
 
Fig.5.12 History of Damage 
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５．５ 破断則を材料構成則に取り入れた破断予測解析 
5.4節まででは、実験で破断が確認された箇所に対して、その時間に強制的に要素を削除
することで、破断を伴う現象の応答解析を行うと共に、破断部に蓄積されるダメージ量に
ついて考察した。本節では、式(5.8)のダメージ量算定式を材料構成則内に組み込むことによ
って、破断現象の予測を行う。5.5.1項では、JR鷹取 60%～100%の連続加振解析を行い、破
断が発生する時刻について実験結果との比較を行う。また、JR 鷹取 60%～100%原波では、
実験で破断が生じた箇所すべてには解析で破断が生じなかったため、5.5.2 項では JR 鷹取
60%～100%の加速度を全て 1.2倍にした入力を用いて破断箇所の予測を行う。なお、式(5.8)
の 2 個のパラメータについては、5.4.2 項の手法に従い、部材実験についても前節の材料構
成則を用いた解析を行い、同定している。 
 
５．５．１ 破断時刻の予測 
本項では、5.4 節で用いた入力地震動を用いて破断時刻の予測解析を行った。Fig.5.13～
Fig.5.16に 2階 1通り、3通り、3階 1通り、3通りの梁端部下フランジの各要素のダメージ
量の推移を示す。ダメージ量の上段には実験で実際に破断が確認された時刻を Case-100-F
の 1 階層間変形角の時刻歴とともに示す。各要素は D=1.0 となって時点で自動的に削除さ
れる。ダメージ量の推移を表す各グラフの終点は D=1.0 となり破断したと判定され、要素
が削除されたことを表す。また、Fig.5.17に実験において破断が生じなかった 2階 2通りの
ダメージ量の推移も併せて示す。 
式(5.8)の破断則を考慮した解析を行い、破断時刻の予想を行ったところ、2階 1通りおよ
び 3 通りの梁端部スカラップ底では実験における実際の破断時刻からやや遅れて破断が生
じ、3階梁端部では、ダメージ量の蓄積は認められるものの解析では破断には至らなかった。
2 階 1通り梁端部では、実験でスカラップ底に破断が生じたと判断した時刻より約 1.7秒後
にスカラップ底の要素が破断したと判定された。その後、梁フランジ幅方向外側の要素も
急激にダメージ量が増加し、実験で梁下フランジ全幅が破断したと判断した時刻より約 1.5
秒後に梁全幅が破断に至った。2階 3通り梁端部では、実験でスカラップ底に破断が生じた
と判断した時刻より約 1.0 秒後にスカラップ底の要素が破断したと判定された。その後、1
通り側と同様に、スカラップ底の要素が削除された直後に梁フランジ幅方向外側の要素も
急激にダメージ量が増加し、実験で梁下フランジ全幅が破断したと判断した時刻より約 1.6
秒後に梁全幅が破断に至った。2階 2通りではなだらかにダメージ量が上昇するものの、全
て 0.1未満にとどまっていた。一方、3階梁端部では 1通り、3通りともに解析時間での 55
秒時点以降にダメージ量の増加が認められるものの破断には至らなかった。3階梁において
ダメージの増加が開始する解析時間の 52.5 秒以前に着目すると、そのダメージ量はおよそ
6.0×10-3程度である。実験での破断時刻に強制的に要素を削除した Case-100-F についても
3.6×10-3～5.1×10-3程度であり、大きな差異はない。しかしながら Case-100-Fでダメージ量
の急増が認められる 55秒以降では、自動的に破断を考慮した解析ではその増加が鈍化して
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いる。これは、2階梁において Case-100-Fでは 54 秒までにフランジ全幅にわたって破断し
ているのに対して、本解析では 55秒近辺まで 2階梁が完全には破断に至っておらず、この
ことが一つの原因であると推察される。 
 
Fig.5.13 Damage at 2F-① 
 
Fig.5.14 Damage at 2F-③ 
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Fig.5.15 Damage at 3F-① 
 
 
Fig.5.16 Damage at 3F-③ 
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Fig.5.17 Damage at 2F-② 
 
 
５．５．２ 破断箇所の予測 
本項では 5.4 節、5.5.1 項で用いた入力を 1.2 倍にした地震動を用いて、2 階梁端部から、
3 階梁端部への破断箇所の進展を確認した。Fig.5.18 に実験、解析ともに破断が生じた 2 階
1 通り、3 通りのダメージ量を、Fig.5.19 に 3 階 1 通り、3 通りのダメージ量それぞれ示す。
また、実験、解析共に破断が生じなかった箇所として Fig.5.20に 2階 2通りのダメージ量の
推移を示す。 
入力を 1.2倍とした場合、実験の破断状況と同様に、まず 2階側柱に取りつく梁端部下フ
ランジで破断が発生し、その後 3階側柱に取りつく梁端部下フランジで破断が発生した。2
階側柱に取りつく梁では、入力レベルを大きくしたことにより JR 鷹取 80%(×1.2)が作用し
ている段階で破断が生じたが、実験結果と同様に 2 階中央柱に取りつく梁では破断は生じ
なかった。その後、3階側柱に取りつく梁において破断が生じた。3階 1通り側では、スカ
ラップ底要素は破断に至ったものの、フランジ外端部の要素は破断には至っておらず一部
残存した状態となっていた。3 通り側では梁全幅にわたって破断した。実験においても、3
階 1 通りの梁ではスカラップ底に破断が認められたものの全幅破断には至っておらず、破
断状況は実験と同様の傾向を示していると言える。 
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(a) 2F-① 
 
(b) 2F-③ 
Fig.5.18 Damage at 2F 
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(a) 3F-① 
 
(b) 3F-③ 
Fig.5.19 Damage at 3F 
 
 
Fig.5.20 Damage at 2F-② 
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５．６ ５章のまとめ 
本章では実大振動台実験のうち、鉄骨架構に破断が生じたケースに対して、詳細有限要
素モデルを用いた応答解析を行った。ここでは詳細有限要素モデルの特徴を活かし、破断
箇所の要素を削除することで破断を直接取り扱うこととした。以下に得られた知見をまと
めて示す。 
１）振動台実験に対して、破断を考慮せずに JR 鷹取波 60、80、100%の連続加振解析を行
った場合、破断が生じた JR 鷹取波 100%加振時では破断以降の時間帯では、応答の振
幅および位相に大きな差異が生じた。 
２）実験で破断が生じた時刻に破断箇所の要素を強制的に削除することで、破断を考慮し
た解析を行った。その結果、破断を考慮しない場合に比べて層間変形角の実験値と解
析値の誤差が全層で小さくなった。層せん断力についても、破断を考慮しない場合に
生じていた破断後の位相のずれが大きく改善され、応答の再現性が向上した。 
３）破断を模擬して削除した要素に対して、Manson-Coffin 則と Miner 則を連続変数に拡張
したダメージ量算定式を定義し、ダメージ量の算定を行った。Manson－Coffin 則に用
いられる材料定数は過去の研究から得られる定数間の相関関係と、振動台実験に先立
って行われた部材実験結果から同定した。その結果、概ね実験での破断状況と、本研
究で定義したダメージ量の蓄積状況との相関関係を確認できた。 
４）式(5.8)で定義したダメージ量 Dの算定を材料構成則内に組み込み、D=1.0 となった時点
で自動的に要素を削除する解析を行った結果、2階梁フランジでは実験において破断が
生じた時刻から 1.0～1.7秒程度の誤差で破断を再現することができた。しかしながら、
3 階梁端部においてはダメージの蓄積は確認されたものの破断には至らなかった。これ
は 2階梁端部の破断の遅れが一因と考えられる。 
５）JR 鷹取 60%～100%を全て 1.2 倍とした入力を用いた解析を行った場合、2 階側柱で破
断が生じたのちに 3階側柱で破断が発生しているが、3階 1通り側では全幅破断に至ら
ない結果となった。これは実験の破断箇所と同様であり、破断発生箇所は実験の傾向
を捉えることができていると言える。 
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６章 結論 
 
本研究では、鋼構造建物を対象として、詳細有限要素モデルによる応答解析の有用性を
検討するために、建築構造物の強非線形領域の挙動に関して、一般的に構造解析で用いら
れるフレームモデルとの差異について検討するとともに、3層鋼構造骨組みの実大振動台実
験を対象とした解析を行うことによって、本研究で用いている詳細有限要素モデルの実験
結果の再現性に関して検討を行った。本論文より得られた知見を以下に示す。 
 
第 2章では、フレームモデルと詳細 FEM モデルとの間で生じる解析結果の差異を検討す
るために 4層の低層鋼構造建物と 20層の高層鋼構造建物をそれぞれ解析対象として、フレ
ームモデルと詳細有限要素モデルを用いた強地震動に対する応答解析結果の比較を行った。
フレームモデルについては P-効果を無視した場合と P-効果を考慮した場合の 2つのケー
スについて検討を行った。詳細有限要素モデルは鉄骨架構をシェル要素、RC スラブをソリ
ッド要素でモデル化した。応答解析結果の比較により、4層建物では P-効果が支配的とな
る前に柱脚部の局部座屈による耐力劣化が支配的となりフレームモデルと詳細有限要素モ
デルとの解析結果に大きな差異を生じることを確認した。一方、20 層建物では部材の変形
が耐力劣化域に達する前に P-効果の影響が顕著に表れ始めることから P-効果を考慮する
ことによってフレームモデルの解析結果は詳細有限要素モデルの解析結果に近づくことを
示した。また、ユーロコードで示される安定係数を指標として、本研究の解析結果に適用
すると、本研究で対象とした小規模建物では安定係数が 0.1未満、高層建物では 0.1を超え
ており、P-効果の影響については安定係数からも判断可能であることがわかった。なお、
その時の最大変形は式(2.3)を用いた変形増大率は中間階において解析値より変形を過小評
価する可能性がある。また、20 層建物における一部の層ではフレームモデルに P-効果を
考慮することによってその応答が必ずしも詳細 FEMモデルに近づくわけではないことが確
認できた。 
 
第 3 章では、第 4 章および 5 章において、詳細有限要素モデルを用いた非線形解析によ
る実現象の再現性を検討するために解析対象とした実大 3 層鋼構造骨組みの振動台実験の
概要と詳細有限要素モデルのモデル化方法について述べた。振動台実験は、想定南海トラ
フ波と JR鷹取波を加速度スケーリングして合計 9ケースの実験が行われたが、想定南海ト
ラフ波 50%、100%（それぞれ 1 回目）と JR 鷹取 40%では層せん断力―層間変形角に明確
な非線形性は認められず、JR 鷹取 60%の加振ケースで初めて明確な非線形化が認められた。
また、JR鷹取 100%では梁端接合部に破断が見られた。これらのことから最初に鉄骨架構に
損傷が生じたケースは JR 鷹取 60%であると判断し、以降の解析では JR 鷹取 60%以降を対
象とすることとした。詳細有限要素モデルは主架構である鉄骨部材にシェル要素、RCスラ
ブのコンクリートにソリッド要素、鉄筋等にビーム要素を用いて作成した。作成した解析
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モデルの質量は試験体質量とほぼ一致するとともに、3次までの加振方向固有振動数も試験
体の実測結果とほぼ一致することを確認し、本研究で用いた詳細有限要素モデルは、線形
範囲内の試験体の性状を適切にモデル化できていることを示した。 
 
第 4章では第 3章において解析対象として選定した実大振動台実験の加振ケースのうち、
鉄骨架構に塑性化が生じた JR 鷹取 60%、JR 鷹取 80%の加振ケースに対して詳細有限要素
モデルを用いて非線形応答解析を行った。また、振動台実験中の加振履歴の影響が実験結
果の再現性に対して与える影響についても考察した。その結果、第 3 章で初めて鉄骨架構
に明確な損傷が認められたと判断した JR鷹取 60%の加振ケースについては加振履歴を考慮
せずとも良好に実験結果を再現できることを示した。一方、鉄骨架構に損傷が生じたのち
に加振した JR鷹取 80%については、JR鷹取波 60%を加振履歴として考慮することで、全体
的な応答としての層間変形角、層せん断力時刻歴に関して実験結果の再現性が向上すること
を示した。また部分的な応答として、2階の梁端回転角、2階柱梁接合部のパネルゾーンにお
けるせん断ひずみおよびアンカーボルトの残留伸び量に関しても実験結果の再現性が向上す
ることを確認した。このことから、複数回の加振を受ける実大鋼構造骨組みの振動台実験に
対して、形状を可能な限りそのまま有限要素法でモデル化した解析モデルに、素材試験結果
の材料特性を反映することで、非線形領域においても実験結果を良好に再現できることが確
認出来た。 
 
第 5章では、第 3章の実大振動台実験のうち、鉄骨架構に破断が生じたケースに対して、
詳細有限要素モデルを用いた応答解析を行い破断発生後の実験の応答を再現するための手
法について検討を行った。詳細有限要素モデルの特徴を活かし、破断箇所の要素を強制的
に削除することにより破断を考慮した。破断を考慮しなかったケースでは、破断発生以降
の時間帯では、応答の振幅および位相に大きな差異が生じた。破断を考慮したケースでは
破断を考慮しない場合に比べて層間変形角の実験値と解析値の誤差が全層で小さくなった。
層せん断力についても、破断を考慮しない場合に生じていた破断発生以後の位相のずれが
大きく改善され、応答の再現性が向上した。破断を模擬して削除した要素に対して、
Manson-Coffin 則と Miner 則を連続変数に拡張したダメージ量算定式を定義し、ダメージ量
の算定を行った。Manson-Coffin 則に用いられる材料定数は振動台実験に先立って行われた
部材実験結果と、過去の研究から得られる定数間の相関関係から同定した。その結果、概
ね実験での破断状況と、本研究で定義したダメージ量の蓄積状況との相関関係を確認でき
た。また、定義したダメージ量 D の算定を材料構成則内に組み込み、D=1.0 となった時点
で自動的に要素を削除する解析を行った結果、2 階梁フランジでは実験において破断が生じ
た時刻から 1.0～1.7秒程度の誤差で破断を再現することができた。しかしながら、3階梁端
部においてはダメージの蓄積は確認されたものの破断には至らなかった。これは 2 階梁端
部の破断の遅れが一因と考えられる。次に、入力地震動を 1.2倍とした解析を行ったところ、
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実験と同様に解析でも 2階側柱および、3階側柱に取りつく梁端部で破断が発生した。ただ
し、3階 1通り側の梁下フランジについては全幅破断には至らず一部残存する結果となった。
これは実験における破断状況ほぼ一致する結果であった。 
 
本研究は鋼構造建物を対象として、建築構造物全体の形状を可能な限りそのままモデル
化した詳細有限要素モデルを用いた非線形応答解析を行い、フレームモデルと詳細有限要
素モデルの応答解析結果に差異が生じることを確認し、実大振動台実験との比較により、
詳細有限要素モデルの妥当性を示した。これにより大規模詳細有限要素モデルによる鋼構
造物を対象とした非線形解析の有効性を示した。 
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付録 A ダメージ量を算出する際に用いた弾塑性構成則 
 
ダメージ量を算出する際に用いた弾塑性構成則には 4、5章で用いた吉田-上森モデルを簡
略化した、限界曲面の中を降伏曲面が移動する二曲面モデルを用いる。吉田-上森モデルで
は、鋼材の応力反転後の変形の初期段階で硬化係数が小さくなる現象（いわゆる硬化休止
[workhardening stagnation]現象）を再現するために、応力反転後に限界曲面の等方硬化を休
止させる、硬化休止曲面を取り入れている。しかしながら、文献 3-5)によれば建築構造で一
般的に用いられる鋼材では、硬化休止現象は明確には認められない。そこで、本節では吉
田-上森モデルから硬化休止曲面を省略した構成則にダメージ量の算定を組み込んだ、弾塑
性構成則を用いて解析を行う。なお、本研究ではシェル要素を用いて解析を行っているが、
構成則は三次元で書き下すものとし、シェル要素の板厚方向応力については、三次元の構
成則で得られた応力を用いて反復計算を行うことにより板厚方向ひずみを修正することで
平面応力状態を維持するものとした。 
Fig.A.1 に吉田-上森モデルの二曲面モデル概念図を示す。吉田-上森モデルでは、降伏曲面
はその大きさを維持したまま移動硬化を生じ、限界曲面内を移動するものとなっている。
限界曲面は移動硬化とともに等方硬化を生じる。本節で用いた構成則もこれに倣うものと
する。 
 
 
 
Fig.A.1 Conceptual Figure of Two Surface Model 
 
  
Boundary Surface
Yielding Surface
a
b
Y
B+R
a*
s
O
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Fig.A.1 において、Y は弾性限界、aは背応力、bは限界曲面の中心、B と R は限界曲面の
大きさと等方硬化をそれぞれ示す。また、a*は限界曲面の降伏曲面に対する相対移動であ
る。降伏曲面の移動硬化は、式(A.1)で表されるa*の発展則によって表される。 
 
ppp
a
Ca nnnα 







 *
*
1
3
2
*
a
     (A.1) 
*α  :a*の増分 
C :材料定数 
 a=B+R :限界曲面の大きさ 
p  :塑性ひずみ増分 
**
3
2
* ijijaaa   
*
n  :a*の方向ベクトル 
p
n  :塑性ひずみの方向ベクトル 
 
また、限界曲面の等方硬化は式(A.2)、移動硬化は式(A.3)でそれぞれ表される。 
 
   psat RRmR        (A.2) 
m :材料定数 
Rsat :材料定数（等方硬化応力の最大値） 
 






 ppbm βεβ
3
2
     (A.3) 
b :材料定数 
pε  :塑性ひずみ増分テンソル 
 
本研究では鋼材はシェル要素を用いて解析を行っているが、式(A.1)、(A.2)、(A.3)を用い
て更新された応力は通常、板厚方向に関しても応力を生じる。そこで、割線法を用いた反
復計算により平面応力状態を保つひずみ増分を計算し、応力を最終的に更新する。割線法
による計算方法は式(A.4)で表される。 
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1
331
3333
1
33331
33
1
33






 i
ii
ii
ii s
ss

      (A.4) 
i
33  :反復計算繰返し数 i回目におけるひずみ増分テンソルの板厚方向成分 
i
33s  :反復計算繰返し数 i回目における応力テンソルの板厚方向成分 
 
ここで、反復計算 1回目、2回目におけるひずみ増分テンソルの板厚方向成分はそれぞれ弾
性状態を仮定した式(A.5)、完全塑性状態を仮定した式(A.6)でそれぞれ表される。 
 






1
)( 22111
33       (A.5) 
 2211
2
33         (A.6) 
 :ポアソン比 
 
なお、収束条件は式(A.7)で表される。 
 
 
4
1
33
33
1
33 100.1 





i
ii


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付録B 汎用有限要素解析ソフト LS-DYNAのユーザーサブ
ルーチンを用いた構成則の使用方法 
 
 
付 B．１ はじめに 
第 5 章で用いた、弾塑性構成則は汎用有限要素解析ソフト LS-DYNA R7.1.1(以下、
LS-DYNA)のユーザーサブルーチンインターフェイスを用いて、LS-DYNA 内に組み込んだ
ものであり、本付録ではその使用法と各パラメータの解説を行う。そのため、LS-DYNAの
キーワード[*MAT_USER_DEFINED_MATERIAL_MODELS_Option]を宣言して用いる。 
 
付 B．２ キーワード解説 
ここでは、*MAT_USER_DEFINED_MATERIAL_MODELS_Option のもとに必要なカード
について記載する。その他の条件および基本的な記述ルールは LS-DYNA のマニュアルに従
うこととする。Card 1、Card2はユーザーサブルーチンを呼び出すための LS-DYNA内の変
数であり、Card 3 以降が実際の構成則内で使用されるパラメータである。 
 
Card 1 1 2 3 4 5 6 7 8 
Variable mid ro mt lmc nhv iortho ibulk ig 
Default none none 45 24 40 0 4 3 
 
Card 2 1 2 3 4 5 6 7 8 
Variable ivect ifail itherm ihyper ieos lmca   
Default 0 1 0 1 0 0   
 
Card 3 1 2 3 4 5 6 7 8 
Variable E nu G K Ea xi  iflagd 
Default none none none none none none   
 
Card 4 1 2 3 4 5 6 7 8 
Variable CB b Rsat dummy1 m Y C  
Default none none none 0.5 none none none  
 
Card 5 1 2 3 4 5 6 7 8 
Variable dm epsf DC      
Default none none 1.0      
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VARIABLE  DESCRIPTION 
mid  物性 ID 8 文字以下の固有な番号 
 
ro  質量密度 タイムステップの計算に使用 
 
mt  ユーザーサブルーチン番号 45 番に組み込んでいるため 45 を使用す
る。 
 
lmc  物性パラメータの数 Card 3以下の物性パラメータの数であり24を指
定する。 
 
nhv  履歴変数の数 本材料モデルでは 24の履歴変数を使用しているが、計
算の都合上 40を指定する 
 
iorth  直交異方性材料フラグ 本材料モデルは等方性材料しか対応していな
いため 0を指定する。 
 
ibulk  Card 3以降の物性パラメータのうち体積弾性率の位置 4を指定する。 
 
ig  Card 3 以降の物性パラメータのうちせん断弾性係数の位置 4 を指定
する。 
 
ivect  ベクトル化フラグ 本材料モデルはベクトル化に未対応のため 0 を指
定する。 
 
ifail  破壊フラグ 
 eq.0:破壊なし 
 eq.1:破壊考慮 破断を考慮する場合は 1を指定 
 
itherm  温度フラグ 本材料モデルは熱解析に対応していないので 0を指定 
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VARIABLE  DESCRIPTION 
ihyper  変形勾配フラグ 
 eq.0:変形勾配を計算しない。本材料モデルではダメージ量計算の際
に変形勾配を使用しているので、ダメージ量の計算を行わない
場合は 0でも構わない。 
 eq.1:変形勾配を計算する。本材料モデルではダメージ量計算の際に
変形勾配を使用しているので、ダメージ量の計算を行う場合は
必ず 1とする。 
 
ieos  状態方程式フラグ 本材料モデルでは状態方程式を使用していないの
で 0を指定する。 
 
lmca  追加材料定数配列の長さ 本材料モデルでは追加の物性パラメータを
使用していないので 0を指定する。 
 
E  ヤング係数 
 
nu  ポアソン比 
 
G  せん断弾性係数 タイムステップの計算に使用するため必ず入力す
る。 
 
K  体積弾性係数 タイムステップの計算に使用するため必ず入力する。 
 
Ea  ヤング係数の塑性ひずみ依存性を考慮した場合の下限値 
 
xi  ヤング係数の塑性ひずみ依存性を考慮した場合の指数係数 
 
iflagd  ダメージ量計算フラグ 
 eq.0:ダメージ量を計算しない。 
 eq.1:ダメージ量を計算する。ただし、ダメージ量を計算する場合は
変形勾配を使用しているので、必ず iflagd = ihyper = 1とする。 
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VARIABLE  DESCRIPTION 
b  限界曲面の移動硬化量を制御する材料パラメータ 式(5.14)の b に対
応する 
 
Rsat  限界曲面の大きさの最大値 式(5.13)の Rsatに対応する。 
 
dummy1  ダミー変数 必ず 0.5とする。 
 
m  限界曲面の等方硬化および移動硬化を制御する材料パラメータ 式
(5.13)、(5.14)の mに対応する。 
 
Y  弾性限界  
 
C  降伏曲面の限界曲面に対する移動量を制御するパラメータ 式(5.12)
の Cに対応する。 
 
dm  ダメージ量計算時の指数係数 式(5.8)の m に対応する。 
 
epsf  ダメージ量計算時の物性パラメータ 式(5.8)の
～
pに対応する。 
 
DC  破断時のダメージ量 0.が入力された場合、デフォルト値の 1.0が使用
される。 
 
付 B．３ 履歴変数の解説 
ここでは、履歴変数として保存している各変数について解説する。なお、ここで記載す
る履歴変数は History Variable としてポスト処理時に参照可能である。 
 
No.  VARIABLE  DESCRIPTION 
(1)  b11 
 
 限界曲面の中心の xx成分 
 
(2)  b2 
 
 限界曲面の中心の yy成分 
 
(3)  b3 
 
 限界曲面の中心の zz成分 
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No.  VARIABLE  DESCRIPTION 
(4)  b
 
 限界曲面の中心の xy成分 
 
(5)  b
 
 限界曲面の中心の yz成分 
(6)  b

 限界曲面の中心の zx 成分 
(7)    塑性ひずみの増減パラメータ 
(8) 
～ 
(13) 
 debug  デバッグ用変数 特に意味はない 
(14)  a11 
 
 背応力 xx成分 
(15)  a2 
 
 背応力 yy成分 
(16)  a3 
 
 背応力 zz成分 
(17)  a
 
 背応力 xy成分 
(18)  a
 
 背応力 yz成分 
(19)  a
 
 背応力 zx成分 
(20)  a=CB+R-Y 

 降伏曲面と限界曲面の距離 
(21)  IFLAGEP 
 
 塑性化フラグ  
 eq.0 : 弾性状態 
 eq.1 : 塑性化を経験済み 
(22)  p
*
  塑性ひずみ量 
 
(23)  D 

 ダメージ量 
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付録 C ダメージ量の算定式とレインフロー法によるサイ
クルカウント法で算出したダメージ量の比較 
 
付 C．１ はじめに 
第 5 章で用いたダメージ量算定式によるダメージ量と、ひずみ履歴からレインフロー法
を用いて各塑性ひずみ振幅のサイクル数をカウントしManson-Coffin則とMiner則より算定
したダメージ量の比較を行う。載荷履歴は、一定振幅、漸増振幅、漸増漸減振幅およびラ
ンダム振幅に対して比較を行う。 
 
付 C．２ 比較方法 
Fig.C.1 に比較に用いた載荷履歴を示す。ここで示すひずみ履歴は全ひずみを表す。FEM
解析では一要素解析を行い、Fig.C.1 のひずみ履歴が得られるように強制変位を入力する。
サイクルカウント法では、式(C.1)に従って入力したひずみ履歴と FEM 解析より得られた応
力から塑性ひずみを算出し、これに対してレインフロー法を適用して各塑性ひずみ振幅の
繰返し数を算出する。 
ep E s       (C.1) 
ここに、p:塑性ひずみ、:全ひずみ、s:応力、E:ヤング係数、e:弾性ひずみである。 
材料定数として、弾性限応力は 311MPa、式(5.8)における各定数は
～
p0 =0.8、m=1.2 とした。 
  
(a) Constant (b) Increasing 
  
(c) Increasing and Decreasing (d) Random  
Fig.C.1 Strain History 
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付 C．３ ダメージ量 
Table C.1に、レインフロー法によるサイクルカウント法を用いて算出したダメージ量と、
FEM 解析から求められたダメージ量の一覧を示す。有限要素法の解析結果から得られたダ
メージ量と、レインフロー法によりサイクル数をカウントし算定したダメージ量では大き
な差がないことが確認できる。また、Fig.C.2 にレインフロー法を用いて求めた各塑性ひず
み振幅の繰返し回数のヒストグラムを、Fig.C.3 に FEM 解析から得られた応力―ひずみ関係
を各載荷履歴についてそれぞれ示す。 
 
Table C.1 Summary of Damage 
 
 
  
(a) Constant (b) Increasing 
  
(c) Increasing and Decreasing (d) Random  
Fig.C.2 Cycles counted by Rain Flow Method 
 
FEM Rian Flow Method
Constant 0.154 0.161
Increasing 0.054 0.059
Increasing and Decreasing 0.062 0.067
Random 0.077 0.087
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(a) Constant (b) Increasing 
  
(c) Increasing and Decreasing (d) Random  
Fig.C.3 Stress – Strain Curves obtained by FEM Analysis 
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